
葛飾区基本構想（案）について 
 
 
  現在の葛飾区基本構想が策定されてから約 30 年が経過し、その間、地球温

暖化の進⾏、それに伴う⾃然災害の激甚化、外国⼈住⺠の急速な増加など、
本区を取り巻く社会経済状況が、大きく変化しています。 

  また、本区の⼈⼝も、中・⻑期的には減少に向かい、更なる⾼齢化が進⾏
していくと⾒込まれています。 

  こうした社会経済状況等の変化に対応し、今後の本区の持続的な発展を図
るため、本区の⻑期的な⽅向を⽰す葛飾区基本構想（案）について、下記の
とおり、取りまとめるものです。 

 
記 

 
１ 葛飾区基本構想（案） 

別紙１のとおり 
 
 
 
２ 基本構想策定の背景、これまでの検討経過等 
  別紙２「葛飾区基本構想（説明資料）」のとおり 
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１ 基本構想の役割 
  基本構想は、本区の置かれている⾃然的、歴史的、社会的な諸条件を考慮し、⻑

期的展望に⽴って将来における望ましい姿を描き、それを実現するための基本的な
⽅向を⽰すものです。 

  また、基本構想は、まちづくりに当たって、本区の地域に関わる全てのものが協
⼒してその実現に努めるべき⽬標であり、本区の計画的⾏政運営の指針としての役
割はもちろん、区⺠、国、他の⾏政機関が尊重すべき指針としての役割をもつもの
です。 

 
２ 基本構想の前提 
 ⑴ 対象区域 
   葛飾区全域を対象とします。また、区⺠の⽣活圏は⾏政圏域を越えて広域化し

ていることから、本区を取り巻く周辺諸都市の状況についても十分配慮します。 
 
 ⑵ 区⺠ 
   この基本構想において「区⺠」とは、本区に居住する者をはじめ、本区内で働

き、活動する者、事業者、団体など本区に関係するものを広く含むものとします。 
 
 ⑶ 将来人口 
   葛飾区の令和 32 年の将来⼈⼝については、次のとおりであると推計します。 
 

 令和 32 年 参考︓令和２年 
総⼈⼝ 約 43.7 万⼈ 463,837 ⼈ 

年少⼈⼝（０〜14 歳） 約 4.6 万⼈（約 10％） 53,198 ⼈（約 11%） 
⽣産年齢⼈⼝（15〜64 歳） 約 26 万⼈（約 60％） 296,375 ⼈（約 64%） 

⽼年⼈⼝（65 歳以上） 約 13.1 万⼈（約 30％） 114,264 ⼈（約 25%） 
外国⼈⼈⼝ 約 4.１万⼈（約９％） 22,136 ⼈（約５％） 

  注 令和２年は、令和２年 12 ⽉現在の住⺠基本台帳による⼈⼝ 

  

第１章 基本構想の基本的な考え方 
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 ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展が⾒込まれる中、本区が将来にわたって豊かな地域社会
を構築していくため、次の３点を区政運営の根本を貫く考え⽅とし、基本構想の理念と
します。 
 
１ 人権・平和・多様性の尊重 
  全ての⼈々は、平和な社会の中で、安全で健康な⽣活を営み、個性を尊重され、

誰もが持てる能⼒を十分に発揮し、その⼈らしい⼈⽣を全うする⾃由と平等を保障
されなければなりません。 

  そのために、全ての⼈々が、平和を尊び、多様性を尊重することが個⼈にとって
も組織や社会にとっても能⼒の発揮や価値の創造において重要であると認識し、互
いの⼈権と個性を尊重し、協⼒し合い、⽀え合う、多様な可能性が開花する豊かな
地域社会を構築していきます。 

 
２ 持続的な発展 
  本区が将来にわたって繁栄していくためには、年齢構成のバランスを取りながら

⼈⼝総数を維持していくとともに、経済・社会・環境の統合的な向上を図っていか
なければなりません。 

  経済的な豊かさに加え、心の豊かさや⽣活の質の面からも持続的な進化・発展を
追求し、誰もが幸福を実感しながら安全・安心・快適に暮らし続けられる、真に豊
かな地域社会を構築していきます。 

 
３ 協働によるまちづくり 
  地域の⼈々の発意と活⼒に満ちた地域社会を構築していくためには、そこに住み、

働き、学び、憩う全ての⼈々が、まちづくりの主役として、共に取り組んで⾏かな
ければなりません。 

  地域に集う多様な主体が、互いの信頼と尊重の下、共に区の未来を考え、それぞ
れの得意とするところを活かしながら協働してまちづくりを進めていくことで、豊
かな地域社会を構築していきます。 

 
 

  

第２章 基本構想の理念 
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  今後、本区がまちづくりを進めるに当たっての⻑期的な⽬標である将来像を次

のとおり定めます。 
  河川、美しい花や緑に囲まれた⾃然環境、思いやりの心あふれる⼈情に⽀えられ

た⼈と⼈とのつながり、地域、文化、産業などの本区の特性を磨き上げ、輝かせな
がら、誰もが⽣涯にわたって安全・安心・快適に、⾃分らしく暮らし続けられる
まち「葛飾」を実現します。 

  この将来像の実現に向け、将来にわたり、区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが
協働して取り組みます。 

 
 
 
 

  

第３章 本区の将来像 

みんなでつくる、水と緑と人情が輝く 暮らしやすいまち・葛飾 
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  将来像を実現するため、次の５点を基本的な⽅向性として定め、区⺠と区、国、

関係する⾏政機関とが協働して取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑴ いつまでも安全に暮らし続けられるまち 
 
  災害、犯罪、事故、感染症等のあらゆる危機から生命と財産が守られるよう、

「⾃分の⾝は⾃分で守る」という意識の下、⾃助・共助・公助の取組を進めて防災
⼒を向上し、いつまでも安全に暮らし続けられるまちをつくります。 
 
○ 災害時の被害を最⼩限に⾷い⽌める事前復興と減災の視点から、災害に強い市

街地の形成を促進します。また、日頃から災害に備えて強固な防災体制を築くこ
とで、誰もがいつまでも安全に暮らし続けられるまちをつくります。 

○ 地域の⼈々が⼀体となって防犯活動を展開するとともに、区⺠が、賢く、⾃⽴
した消費者として⽣活できる環境を整備し、犯罪がなく、安全に暮らせるまちを
つくります。 

○ ⾃転⾞や歩⾏者の交通環境の整備や交通安全に対する意識の醸成を図り、⼦ど
もから⾼齢者まで誰もが事故なく安全に⽣活できるまちをつくります。 

○ ⾷品の安全体制を確⽴するとともに、医療提供体制の整備や感染症の予防と拡大
防⽌に向けた対策を講じ、衛⽣的で安全な⽣活を送れるまちをつくります。 

第４章 基本的な方向性 

１ いつまでもいきいきと幸せに暮らせる、安全・安心なまち 
 

地震、水害等の⾃然災害や、犯罪、事故、感染症拡大等の危険のない安全な
まちであること、また、⽣涯にわたって健やかに⾃らの望む⽣活を安心して送
れることは、そこに暮らす全ての⼈々の幸福の礎となります。 

共に協⼒し合い、⽀え合いながら、誰もが⽣涯にわたり、安全・安心に、か
つ幸せに暮らせるまちを⽬指します。 
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⑵ いつまでもいきいきと健やかに暮らせる安心なまち 
 
  生涯を通じていきいきと健やかに暮らせる環境と、支援を必要とする方や家族を

地域で包括的に支える環境を整備し、誰もが、住み慣れた地域で支え合いながら、
安心して暮らし続けられるまちをつくります。 

 
○ 区⺠の健康への意識を⾼めながら、区⺠⼀⼈⼀⼈が、それぞれの年代や状況に

合わせて主体的に心と体の健康づくりやスポーツに親しめる環境を充実し、⽣涯
にわたり健康に安心して暮らせるまちをつくります。 

○ 疾病の早期発⾒、治療、リハビリテーションから在宅医療に⾄るまで、必要な
時に必要な医療を受けられるまちをつくります。 

○ ⾼齢者が⾃分らしくいきいきと過ごせる環境をつくるとともに、介護が必要と
なっても、地域の中で⾒守られ、互いに⽀え合いながら、安心して暮らせるまち
をつくります。 

○ 障害のある⽅もない⽅も、誰もが⾃らの可能性を十分に発揮しながら社会参加
でき、共に働き、共に⽣活し続けられるまちをつくります。 

○ 発達の遅れや障害のある⽅が、⼀⼈⼀⼈の状況やライフステージに応じた適切
な⽀援を受け、⾃分らしく⽣活できるまちをつくります。 

○ ⽣活に困窮する区⺠が、⾃らの能⼒を十分に活用しながら⽣活の安定と向上を
図れるよう⽀援し、⾃⽴した⽣活を送れるまちをつくります。 
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⑴ 安心して⼦どもを産み育てられ、⼦どもが元気に成⻑できるまち 
 
  地域全体で家庭や⼦どもを⾒守り、支え合いながら、誰もが安心して⼦どもを産

み育てられ、⼦どもが元気に成⻑できるまちをつくります。 
 

○ 妊娠・出産、⼦育てに係る切れ⽬ない⽀援を⾏うとともに、多様な保育需要に
合わせた質の⾼い保育サービスを提供することで、誰もが安心して⼦どもを産み
育てられ、⼦どもが元気に育つまちをつくります。 

○ ⼦どもを守り、⼦どもの最善の利益を確保できるように、また、困難を抱える
⼦ども・若者に⽀援が届くように、地域全体で家庭や⼦どもを⾒守り、⽀えるま
ちをつくります。 

○ 学校・家庭・地域などが連携し、⼦どもの多様な体験や世代を超えた交流を促
進することで、社会全体で⼦どもの成⻑や⾃⽴を⽀え合うまちをつくります。 

○ ⻘少年が地域活動に参画し、地域に暮らす⼀員として健全に成⻑できるまちを
つくります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ ⼦どもが元気に育ち、誰もが生涯にわたって成⻑し活躍できるまち 

 まちの活⼒を⽣み出す源泉は、「⼈」です。本区が持続的に発展していくため
には、その地域に関わる「⼈」の⼒が最大限に発揮されることが大切です。 
 安心して⼦どもを産み育てられる環境や、⼦どもたちが心豊かにたくましく
成⻑できる教育環境を充実させるとともに、⼈⽣ 100 年時代を⾒据え、誰もが
⽣涯を通じて、学び、成⻑し、活躍し続けられる「⼈が育つまち葛飾」を実現
します。 
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⑵ 夢や希望を胸に、⼦どもたちがたくましく成⻑し、活躍できるまち 
 
  ⼦どもたちが葛飾に住む誇りと⾃信を胸に、⾃らの夢や希望を実現し、地域の担

い手としても活躍できるまちをつくります。 
 

○ 明日の葛飾を担う⼦どもたちが、変化の激しい社会でたくましく成⻑して⾃らの
夢や希望を実現できるよう、「知・徳・体」の調和のとれた「⼈間⼒」を養うまちを
つくります。 

○ グローバル社会を⽣き抜く国際感覚、深い学びや文化・芸術に触れる経験の中
で培われる資質・能⼒、豊かな⼈間性・⼈格、スポーツに親しみながら健康に⽣
きる⼒を育む、質の⾼い教育を受けられるまちをつくります。 

○ 乳幼児期から⻘年期に⾄るまでの教育⽀援体制を整備し、多様な学習環境が充
実したまちをつくります。 

○ 学校⽣活上の困難を有する⼦どもの状況に応じた⽀援・指導体制を整備するこ
とで、全ての⼦どもが楽しく充実した学校⽣活を送り、安心して学習に取り組め
るまちをつくります。 

○ 経済的な困難を有する⼦どもの将来の進路選択の幅を広げられるよう⽀援し、
⾃⽴した大⼈に成⻑できるまちをつくります。 

○ 学びの出発点となる家庭教育を⽀援し、⼦どもがより良く⽣きていくための基
本的な⽣活習慣や基礎的な社会ルールを⾝に付け、健全に成⻑できるまちをつく
ります。 

 
⑶ 生涯にわたって学び、充実した活動ができるまち 
 
  誰もが生涯にわたって、学び、文化・芸術、スポーツなどを楽しみながら、いき

いきと活動し、心豊かな人生を送れるまちをつくります。 
 

○ 多様な学びの場や機会を充実させるとともに、学んだ内容を地域に活かす学び
の循環を促進し、区⺠が⽣涯にわたって⾃⼰の個性と能⼒を磨き、いきいきと活
躍できるまちをつくります。 

○ 誰もが快適に図書サービスを利用できる環境を整備し、区⺠が集い、学び、交
流し、個⼈や地域の課題解決など様々な活動に取り組める知的創造活動の拠点と
して図書館を充実させ、心豊かに暮らせるまちをつくります。 

○ いつでも、どこでも、だれでも、いつまでも、区⺠⼀⼈⼀⼈の体⼒や年齢、技
術、興味、⽬的に応じて、安全・安心にスポーツに親しめる環境を充実し、ス
ポーツを通じた交流を深めつつ、いきいきと健やかに暮らせるまちをつくります。 
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⑴ 人にやさしく、誰もが⾃分らしく暮らせるまち 
 
  誰もが、思いやりの心を持って互いの個性や文化の違いを認め合い、共に支え合

いながら⾃分らしく暮らせるまちをつくります。 
 

○ あらゆる差別や偏⾒がなく、全ての⼈の⼈権が尊重され、⼀⼈⼀⼈が持てる個
性と能⼒を発揮して⾃分らしい⼈⽣を⽣きられるまちをつくります。 

○ 誰もが互いの個性・文化・習慣の違いを認め合い、共に⽀え合いながら暮らせ
る環境を整備することで、多文化共⽣を推進するとともに、多様性が輝くまちを
つくります。 

○ ⼀⼈⼀⼈が思いやりの心を持って主体的に⾏動するとともに、誰もが⾃由に移
動し、活動し、参画し、⾃⼰選択・⾃⼰決定することができる、ユニバーサルデ
ザインに基づいたまちをつくります。 

○ 世界恒久平和や核兵器廃絶に向けた区⺠の意識が⾼く、平和を尊ぶまちをつく
ります。 

 
 

  

３ 人や⾃然にやさしく、誰もが快適に暮らせる美しいまち 

心安らぎ、快適な空間の中で、⾃分らしく充実した⽣活を送ることは、そこ
に暮らす全ての⼈々の願いです。 

本区の特性である河川や⾃然豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創
造するとともに、良好な住環境や利便性の⾼い交通環境が整備された、⼈や⾃
然にやさしく、誰もが快適に暮らせるまちを⽬指します。 
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⑵ ⾃然にやさしく、美しい都市環境を創造するまち 
 
  葛飾の特性である河川や緑豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創造する

とともに、地球温暖化やそれに伴う気候変動に対応し、環境負荷の少ない、⾃然に
やさしいまちをつくります。 

 
○ 区内を流れる河川や公園などの貴重な⾃然環境を次世代へつなぐとともに、豊

かな水と緑や⽣態系に親しみ、楽しめるまちをつくります。 
○ まちの美化活動に取り組むとともに、豊かな緑とたくさんの花で彩ることで、

美しい都市環境が広がるまちをつくります。 
○ エネルギー利用の効率化やごみの減量・資源化を推進して脱炭素社会を実現し、

⼈と地球環境にやさしい持続可能なまちをつくります。 
 
⑶ いつまでも快適に暮らし続けられるまち 
 
  地域の特性を踏まえながら、良好な市街地を形成しつつ利便性の⾼い交通環境を

整備し、誰もがいつまでも快適に暮らせる持続可能なまちをつくります。 
 

○ 計画的な⼟地利用を図るとともに、地域の⼈々の発意による主体的な活動に
よって、個性豊かな活⼒あるまちをつくります。 

○ 区内外から多くの⼈々が集い、憩える、魅⼒的な広域拠点や、区⺠⽣活に根差
した便利で憩える⽣活拠点を整備し、にぎわいある魅⼒的なまちをつくります。 

○ 良好な都市景観を形成しつつ、良質な住宅や住環境を整備し、多様な世代が快
適に暮らせるまちをつくります。 

○ ⾝近な公園を整備・保全し、⼈々が気軽に集い、憩い、心を通わせながら、安
全に活動できるまちをつくります。 

○ 道路の新設、拡幅、無電柱化等により安全で利便性の⾼い道路ネットワークを
整備するとともに、道路と鉄道の連続⽴体交差化により踏切をなくし、渋滞のな
い快適な交通環境が実現されたまちをつくります。 

○ 新⾦貨物線の旅客化をはじめとする鉄道網の整備やバス交通の充実など移動し
やすい環境整備を進め、誰もがいきいきと活動できる活⼒あるまちをつくります。 

 
  

9



 
 
   
   
 
 
 
 
 
 
⑴ 葛飾の魅⼒があふれる、にぎわいあるまち 
 
  本区の豊かな人情に根差した地域⼒や優れた産業⼒などの魅⼒を磨き上げ、生活

を豊かに楽しめる、にぎわいあるまちをつくります。 
 

○ あらゆる世代の区⺠が、それぞれの状況に応じて主体的に⾃治町会活動をはじ
めとする様々な地域活動に参加し、顔の⾒える関係をつくりながら地域の課題を
解決していく、住みよいまちをつくります。 

○ 区内の優れた製品・技術を次世代へ継承しつつ、誰もが創業しやすい環境づく
りや企業間の連携を図る体制を整備することで、国内外で活躍する優良企業が
次々と⽣まれ、集まる、活⼒あるまちをつくります。 

○ 誰もが、それぞれの個性や能⼒を活かしながら、⽣涯にわたっていきいきと働
き、活動できるまちをつくります。 

○ 多くの⼈でにぎわう便利で魅⼒的な商店や、⾝近に広がる都市農地に親しみな
がら、⽣活を豊かに楽しめるまちをつくります。 

○ 本区の有する豊かな観光資源を国内外に効果的に発信するとともに、新たな観
光資源を創出することで、多くの⼈が訪れ、滞在し、地域産業全体がにぎわう観
光のまちをつくります。 

○ 友好都市等と様々な分野で住⺠同⼠の交流を深めながら、国際性豊かな、世界
に開かれたまちをつくります。 

 
 

  

４ 葛飾らしい文化や産業が輝く、笑顔とにぎわいあふれるまち 

 下町⼈情をはじめとする地域文化や、優れた技術を持つ多種多様な産業は、
本区がこれまで培ってきた財産であり、大きな魅⼒です。 
 こうした本区の魅⼒をより⼀層、磨き上げ、輝かせながら、国内外に発信
し、国際性豊かな活気あふれるまちを⽬指すとともに、誰もが物心共に豊かに
⽣活を楽しめる、にぎわいあるまちを⽬指します。 
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⑵ 誰もが誇りを持ち、心豊かに暮らせるまち 
 
  葛飾らしさのある豊かな地域文化や、ふるさと葛飾を愛する心・誇りを育み、誰

もが文化・芸術に触れつつ、心豊かに暮らせるまちをつくります。 
 
 ○ 文化財をはじめとする文化的資源を保護し、活用しながら、本区の魅⼒を発掘

し、磨き上げることで、歴史や文化の理解を深めつつふるさと葛飾を愛する心や
誇りを育み、心豊かに暮らせるまちをつくります。 

 ○ 区⺠が主体的・創造的に文化・芸術活動に親しめる環境を充実し、⾝近な地域
で観る・聴く・参加できる文化・芸術活動が、⼈と⼈とをつないでいく、葛飾ら
しい豊かな地域文化を育むまちをつくります。 
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○ 誰もが先進技術の恩恵を享受できる環境を整備し、地域、年齢、性別、⾔語等
による格差や差別がなく、⾃分らしく輝けるまちをつくります。 

○ 区内産業、地域社会、都市機能、⾏政サービスなどあらゆる分野で積極的に先
進技術を活用することにより、誰もが安全・安心・快適に、豊かな区⺠⽣活を送
れるまちをつくります。 

○ 先進技術を活用して、区内外の多様な主体との連携を図りつつ様々な知識や情
報の共有を促進し、あらゆる⼈やモノとのつながりの中から新たな価値が創造さ
れる活⼒あるまちをつくります。 

○ 先進技術の発展に伴い発⽣する様々なリスクに対し、⾼いセキュリティ意識を
持つとともに、適切に技術を活用できるよう対策や啓発を進めることで、誰もが
情報や技術を正しく、安心して活用できるまちをつくります。 

  

５ 先進技術を最大限に活用し、洗練された質の⾼い生活を送れるまち 

ＩＣＴ（情報通信技術）の進化により、全ての⼈とモノがつながり、様々な
知識や情報が共有され、今までにない様々な価値を⽣み出せるようになると期
待されています。 

日進⽉歩で進化する先進技術をあらゆる産業や区⺠⽣活に取り⼊れながら、
経済的発展と地域課題の解決を図り、誰もが洗練された質の⾼い⽣活を送れる
まちを⽬指します。 
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  基本構想実現のためには、区は区⺠と協働しながら、地域の⼒を⾼め、持てる⼒

を最大限に発揮していかなければなりません。 
  区は、基本構想の実現に向けて、以下の６つの項⽬に積極的に取り組みます。 
 
１ 協働の推進 
  基本構想を実現し、区⺠本位の区政とするためには、さらなる協働の推進が不可

欠です。 
  区は、様々な機会を通じて積極的に情報の発信を⾏い、地域課題の共有や相互理

解を図るとともに、地域のまちづくりを担う⼈材の育成や連携・協⼒の機会の創出
を進め、様々な分野において協働の取組を⼀層推進します。 

 
２ 効果的・効率的な⾏財政運営の推進 
  基本構想を実現していくためには、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進⾏、災害等の危機

の発⽣などの社会経済状況の変化に柔軟に対応できるよう、計画的な⾏財政運営を
進め、持続可能で強固な財政基盤を確⽴していくことが不可欠です。 

  区は、⾃主財源の確保に努めるとともに、区⺠の⽴場から⾏政サービスを不断に
⾒直し、改善を図りながら、効果的・効率的な⾏財政運営を進めます。 

 
３ 執⾏体制の確⽴と職員の能⼒向上 
  基本構想を推進していくためには、⾏政需要に対応した執⾏体制の確⽴と職員の

能⼒向上が不可欠です。 
  社会の変化に対応し、柔軟な意思決定ができる執⾏体制の確⽴に向け、不断の⾒

直しを進めていくとともに、多様な価値観を理解し、地域が抱える課題を的確に把
握し解決できる、信頼される職員の育成に取り組みます。 

 
４ 他⾃治体との連携 
  まちのさらなるにぎわいの創出や、大規模化する災害などの課題に対応していく

ためには、地域の枠を超えた広域的な取組を⼀層進めていかなければなりません。 
  区は、地域を超えた様々な区⺠活動を側面から⽀援していくとともに、機会・契

機を敏感にとらえながら他⾃治体との連携を⼀層深め、国や都との連携も図りなが
ら、地域⼒の向上・地域課題解決に取り組みます。  

第５章 基本構想を実現するために 
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５ ⾃治権の拡充 
  平成 12 年に施⾏された改正地⽅⾃治法により、特別区は東京都の内部団体から

脱却し「基礎的な地⽅公共団体」と位置付けられ、⼀般的に市が担うものとされて
いる事務を担うことになりました。⼀⽅で、都は大都市⾏政の⼀体性と統⼀性の確
保を名⽬に、未だ区が担うべき事務の⼀部を担っています。 

  今後、区⺠に最も⾝近な基礎的⾃治体として、主体的に事業を⾏えるよう、他区
とも連携しながら⾃治権の拡充に努めます。 

 
６ 基本計画、実施計画の策定 
  基本構想に掲げた⽬標の実現に向けて、⻑期的展望に⽴った計画的な⾏政運営を

推進するため、基本計画及び実施計画を策定し、区⺠と区、国、関係する⾏政機関
とが協働しながら葛飾区を築いていくための共有指針としていきます。 

  これらの計画に掲げる施策の進捗状況や達成状況を把握しつつ、評価、分析、⾒
直しを⾏い、経営資源の最適化や施策の改善を進めます。 
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  本区は、東京 23 区の北東端に位置し、東は江⼾川を境に千葉県松⼾市に、⻄は⾜⽴区、

南は江⼾川区・墨⽥区、北は大場川を境として埼⽟県⼋潮市・三郷市に接しています。 
  総面積は、34.84 ㎢であり、23 区の中では７番⽬の広さを有し、旧利根川の河⼝にでき

た沖積層の低地で、平坦な地域です。荒川、江⼾川、大場川が区の境をなしているほか、
中川、新中川、綾瀬川が区内を流れており、⽐較的⾝近な場所に水辺が多く存在していま
す。 

  平成 31 年１⽉現在の地⽬別⼟地面積（課税地）をみると、約 95％が宅地（⼯業地・商
業地含む）であり、残りを農地と鉄道用地がほぼ二分しています。また、都市計画地域の
指定状況は、住宅系用途が 59％と大きな割合を占めています。 

  区は、南⻄から北東に⾛る水⼾街道（国道６号）と蔵前橋通り、そして、これらと直交
する環状７号線、平和橋通りなどの主要幹線道路によって、道路網の⾻格が形成されてい
ます。鉄道路線は、北からＪＲ常磐線、京成電鉄、ＪＲ総武本線が区域の東⻄を結んでい
ます。 

  区内の事業所数、産業従業員数は、平成 28 年現在で 16,636 事業所、産業従業者数
128,556 ⼈となっています。従業者数の内訳をみると、第３次産業が約 79％と大半を占め
ています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１部 基本構想策定の背景 

第１章 本区の現況 
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１ 葛飾区総人口の推移 
 ⑴ 国勢調査による⻑期的な葛飾区総人口の推移 
   国勢調査による葛飾区の総⼈⼝の推移をみると、1960 年代までは第⼀次ベビーブーム

による出⽣者数の増加に加え、都・区部への⼈⼝流⼊の⾼まりから急激に⼈⼝が増加し
ましたが、1970 年代に⼊ると⼈⼝減少に転じ、1980 年以降は 42 万⼈程度の水準で推
移してきました。2000 年以降は都心回帰の傾向から増加に転じ、2010 年には再び 44
万⼈を突破しています。2015 年 10 ⽉１日時点の葛飾区の⼈⼝は 442,913 ⼈となって
います。 

図表 1 葛飾区総⼈⼝の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料︓国勢調査 
 
 ⑵ 住⺠基本台帳による短期的な葛飾区総人口の推移 
   住⺠基本台帳による葛飾区総⼈⼝の近年の推移をみると、微増傾向で推移しており、

2019 年４⽉１日時点では 463,099 ⼈となっています。 

図表 2 葛飾区総⼈⼝の推移 
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第２章 人口推計 

資料︓住⺠基本台帳（各年 4 ⽉ 1 日） 
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２ 将来人口推計 
 ⑴ 将来人口の推移 
   2060 年までの将来⼈⼝について推計を⾏った結果、2025 年以降、⼈⼝は減少局面を

迎え、徐々に⼈⼝減少が進む⾒通しです。2050 年には約 43.7 万⼈、2060 年には約
41.3 万⼈となり、2019 年⽐で約 11％、約 5.0 万⼈の減少が⾒込まれます。 

 

図表３ 2060 年までの葛飾区将来⼈⼝ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※2019 年は 4 ⽉１日時点の住⺠基本台帳 
 

※推計の考え方 
①推計⽅法︓コーホート要因法 
②基準⼈⼝と推計期間︓2019 年の住⺠基本台帳⼈⼝を基準とし、2020 年から 2060 年まで、

５年ごとの⼈⼝を推計 
③出⽣率の仮定︓2014 年から 2019 年までの５年間の葛飾区の平均値が今後も続くと仮定 
④⽣残率の仮定︓厚⽣労働省「2015 年市区町村別⽣命表」の葛飾区の男⼥５歳階級別の⽣残率

に基づく。 
⑤移動率の仮定︓2014 年から 2019 年までの住⺠基本台帳⼈⼝に基づく純移動率を基準に、将

来的に移動率が減少していくと仮定し、2025 年以降は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の「日
本の地域別将来推計⼈⼝（平成 30（2018）年推計）」の葛飾区の男⼥５歳階級別の移動率に
基づく。 

推計 実績 
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 ⑵ 年齢構成の変化 
   ⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）と年少⼈⼝（15歳未満）は2025年から減少局面に⼊り、

今後も 2060 年に向けて減少していくことが⾒込まれます。 
   ⽼年⼈⼝（65 歳以上）は、2050 年までは増加基調が続き、⾼齢化率は約 30％に達す

る⾒込みです。 

図表４ 年齢３区分別将来⼈⼝の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※2019 年は 4 ⽉１日時点の住⺠基本台帳 
  

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

推計 実績 
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３ 外国人人口の推移 
外国⼈⼈⼝は、今後も増加していくことが⾒込まれ、2050 年には約 4.１万⼈、2060 年

には約 4.4 万⼈と、2019 年⽐で倍増する⾒込みです。 

図表５ 外国⼈将来⼈⼝の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※推計の考え方 
①推計⽅法︓コーホート変化率法 
②基準⼈⼝と推計期間︓2019 年の住⺠基本台帳⼈⼝を基準とし、2020 年から 2060 年まで、

５年ごとの⼈⼝を推計 
③変化率の仮定︓2014 年から 2019 年までの住⺠基本台帳⼈⼝に基づく変化率を基準に、国

⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計を勘案し、将来的には変化率が徐々に減少しながらも
国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計で⾒込まれる水準までは⼈⼝の増加が続くと仮定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

推計 実績 
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４ 人口推計から⾒える課題 
   本区においては、街づくりの推進による本区の利便性の向上や⼦育て環境の充実によ

るファミリー層の定住促進と出⽣者数の増加等、⼈⼝減少に係る課題の解決に向けた取
組を進めてきました。そのため、近年は転⼊超過による⼈⼝増加が続いている状況です。 

   ⼀⽅、上記将来⼈⼝の推計によると、2025 年以降、⼈⼝は減少局面を迎え、徐々に⼈
⼝減少が進む⾒通しであり、少⼦⾼齢化も進⾏していくことが⾒込まれます。 

   ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化が進⾏することにより、税収の減少や社会保障費の増大による
財政環境の悪化、空き家の増加、地域コミュニティの衰退等が引き起こされる可能性が
あります。また、保健・福祉・⼦育て⽀援分野はもとより、その他の⾏政サービスの
ニーズにも大きな影響をもたらします。 

   こうした中、様々な地域課題に対応し、豊かな地域社会を構築していくためには、区
⺠や事業者、団体等の地域の多様な主体と区がそれぞれの持つネットワークやノウハウ、
特性などを活かしながら共にまちづくりを進めていくことが不可欠であり、区⺠等との
協働をより⼀層進めていくとともに、⼈⼝総数の増加・維持を図りつつ、持続可能なま
ちづくりを進めていくことが不可欠です。 

   ⼈⼝減少に係る課題の解決に向けた取組を進めながら区⺠の定住化を促進し、誰もが
「住み続けたい」と思えるまちづくりを進めていくとともに、バランスのとれた⼈⼝構
成となるよう、ファミリー世代や年少⼈⼝の増加に向けた施策を展開し、多くの⼈から
「住んでみたい」と思われるまちづくりを進めていく必要があります。 
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１ 世論調査 

 世論調査（平成 30 年度実施）によると、葛飾区に「住み続けるつもり(57.3%)」、「当分
の間は住むつもり(27.2%)」と 84.5%が定住意向を⽰しています。また、葛飾区に住み続
けたい⽅の主な理由としては、持ち家があるとの理由のほか、買い物や交通の便が良いと
の理由が多く挙げられている⼀⽅、区外へ移りたい主な理由としては、災害時の不安や通
勤・交通の便の悪さといった項⽬が挙げられています。 
 また、区に⼒を⼊れてほしい項⽬として、安全・安心に関連する項⽬（防災・交通安
全・健康・⾼齢者⽀援）、利便性・快適性に関連する項⽬（交通・道路の整備、⽣活環境）、
⼦育て⽀援や教育環境の充実といった項⽬について要望が⾼く、中でも「防災対策」につ
いては 48.1％の区⺠が関心を寄せています。 

 
２ 転入者・転出者アンケート調査 
  転⼊者アンケート調査及び転出者アンケート調査（令和２年度実施）によると、葛飾区

への転⼊理由としては、仕事の都合、住宅の購⼊・借り換えが多く、葛飾区を選んだ理由
として、交通の便、住宅事情、⽣活の便などの項⽬が挙げられています。転⼊者の定住意
向としては、３割強が住み続けたいと思っており、持家、⼀⼾建ての借家では定住意向が
⾼く、マンション・アパート等の借家では低い状況にあります。 

  また、転出理由としては、転⼊理由と同様、仕事の都合、住居の購⼊・借り換えによる
転出が多く、⼥性では、結婚を理由とした転出が多い状況です。転出先の⾃治体を決めた
理由については、交通の便、住宅事情が多いことは転⼊理由と同様ですが、街の雰囲気や
治安の良さが上位に挙げられています。交通の便・街の雰囲気を求める⼈は都内に、住宅
事情・物価の安さを求める⼈は都外に転居しています。 

  葛飾区に対する評価としては、転⼊者・転出者を問わず、⽣活の便・交通の便・⾃然環
境に対する評価が⾼いという状況です。 

 
３ 区⺠モニターアンケート調査 
  葛飾区区⺠モニターアンケート調査（令和元年度実施）によると、「現在の葛飾区のイ

メージ」に関する質問について、「下町⼈情あふれ区⺠の交流が盛んなまち」、「物価が安く
暮らしやすいまち」、「水や緑が豊かなまち」、「通勤や買い物に便利なまち、⼦育てしやす
いまち」いった項⽬が多く挙げられました。 

  また、「20 年後・30 年後の葛飾区がどんなまちであって欲しいか」といった質問につい
ては、「災害に強いまち、⾼齢者や障害者が安心して暮らせるまち」、「犯罪や交通事故が少
ないまち」、「健康に暮らせるまち」といった安全・安心に関する項⽬が上位に挙げられま
した。続いて「教育環境が充実したまち」、「⼦育てしやすいまち」といった⼦育て・教育
環境に関する項⽬、「下町⼈情あふれ区⺠の交流が盛んなまち」といった項⽬が続き、「通
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勤や買い物に便利なまち」、「街並みや景観が美しいまち」「物価が安く暮らしやすいまち」
「水や緑が豊かなまち」など、快適性や暮らしやすさに関する項⽬についても挙げられま
した。 

  これに⽐べて、「葛飾区へ転居を勧める場合にどんなまちであって欲しいか」という質問
については、「通勤や買い物に便利なまち」、「物価が安く暮らしやすいまち」といった暮ら
しやすさに関する項⽬や、「⼦育てしやすいまち」などに対する項⽬が上位に挙げられまし
た。 
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１ 激甚化する災害への対応 

近年、大地震をはじめとする⾃然災害による被害が全国各地で頻発しています。今後マ
グニチュード７程度の地震が発⽣する可能性が⾼まる中、都市型水害等の危険性も増して
おり、多様化する災害への対策の強化が求められています。また、⾼齢者、障害者等の要
配慮者、⼥性、近年増加している外国⼈区⺠の視点を踏まえたきめ細かな防災対策、災害
時の医療体制整備を推進するほか、帰宅困難者への対策についても強化が求められていま
す。 

今後、「⾃助」「共助」「公助」の取組を効果的に進めながら防災⼒を強化し、「減災」と
いう考え⽅に基づく地域防災の仕組みを構築していく必要があります。 

 
２ 健康寿命の延伸に向けた対応 

日本⼈の平均寿命は、医学の進歩や国⺠皆保険制度の普及などにより世界有数の⾼水準
を保っており、令和元年には、男性が 81.41 歳、⼥性が 87.45 歳となっており、⼈⽣ 100
年時代が間近に迫りつつあります。 

⼀⽅、本区では、悪性新⽣物(がん)や心疾患などの⽣活習慣病が依然として死亡原因の
上位を占めているほか、国際交流の活性化に伴う新興・再興感染症の流⼊・まん延リスク
や後期⾼齢者の急増による在宅療養ニーズの⾼まりなど、新たな課題への対応も求められ
ています。 

今後、誰もが住み慣れた地域で、健康でいきいきと暮らし続けるためには、⾷⽣活の改善や
運動習慣など、好ましい⽣活習慣を促す健康づくり⽀援をはじめ、⽣活習慣病の予防、心の健
康づくり、安全・安心な⽣活環境の確保、医療環境の充実などを推進し、⼀⼈⼀⼈が健康で日
常⽣活を⽀障なく送ることのできる期間を⻑く保つ「健康寿命の延伸」を図っていく必要があ
ります。 

 
３ 地域共生社会に向けた対応 

核家族化や共働き世帯の増加などの社会の変化の中で、地域や家族が果たしてきた役割
の⼀部を代替する必要性が⾼まり、⾼齢者、障害者、⼦ども、低所得者など対象者ごとに、
公的な⽀援制度が整備され、質量ともに公的⽀援の充実が図られてきました。 

しかし、現在では、中⾼年の「ひきこもり」や⽣活困窮、「社会的孤⽴」や「ごみ屋敷」
など、複合的な問題を抱える個⼈や世帯が増えてきています。また、若年性認知症や発達
障害が疑われるものの公的な⽀援制度の狭間にある⽅への対応や、ごみ出しや、買い物、
通院の介助など、これまでの公的な⽀援の対象とはならない⾝近な⽣活課題への対応も求
められてきています。 

さらに、障害者差別解消法などの法整備が進んでおり、誰もが個⼈として等しく尊重さ
れ、共⽣できる差別のない社会の実現に向けた更なる取組も求められています。 

今後、地域の助け合いのより⼀層の推進をはじめ、地域課題を地域が主体的に解決して
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いく体制づくりや複合化・複雑化した課題を抱える世帯を受け⽌める包括的な相談体制づ
くり等、全ての区⺠が住み慣れた地域で相互に尊重し合いながら幸せに暮らし続けられる
「地域共⽣社会の実現」に向けた取組を進めていく必要があります。 

 
４ 公共交通の充実に向けた対応 

公共交通は、区⺠の⽣活に欠くことのできない重要な移動⼿段であり、本区では、鉄道
の利便性向上やバス交通の充実に鋭意取り組んできたところです。 

⾼齢社会が進展していく中、移動に困難を抱える⾼齢者等の日常⽣活を⽀えるため、公
共交通の役割が⼀層重要なものとなっていくとともに、外国⼈観光客等の来訪者に対する
安全・快適な公共交通の提供など、新たな課題も⽣じています。 

今後、誰もが安全・快適に利用できる公共交通の充実に向け、鉄道やバス交通の整備に
加え、円滑な道路交通に欠かせない都市計画道路や駅前広場の整備などの取組を進めてい
く必要があります。 

 
５ 脱炭素社会や循環型社会に向けた対応 

現在、温暖化など地球規模の環境問題が顕在化するとともに、これらに起因する⾃然災
害や事件も多発しており、持続可能な社会の実現に向け、気候変動対策や資源の循環、⾃
然環境の保全が求められています。平成 28 年から電⼒の⼩売りの全面⾃由化がなされ、平
成 29 年からは都市ガスの⼩売りの全面⾃由化が⾏われるなど、エネルギー供給に関する環
境も変化しました。 

また、水素エネルギーや再⽣可能エネルギーなどの普及に向けた新たな技術の開発が進
んでいます。さらに、令和元年６⽉に大阪で開催されたＧ２０サミットでは、プラスチッ
クによる海洋汚染問題への対策が協議されるなど、ごみの発⽣抑制や適正処理の推進が社
会全体の課題とされています。 

令和元年 12 ⽉には「ゼロエミッション東京戦略」が策定されるなど、“ゼロカーボンシ
ティ”の表明⾃治体が増加しており、2050 年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを⽬指
す、国を挙げての動きも始まっています。 

今後、区⺠等に対して、地球環境保全への意識を⼀層⾼めるとともに、脱炭素社会の構
築を⽬指して区内のエネルギー利用の効率化を推し進める必要があります。また、資源循
環型地域社会の形成を⽬指し、更なる３Ｒとごみの適正処理を図る必要があります。 

 
６ 外国人区⺠の増加への対応 

近年のグローバル化の進展の中、本区の外国⼈区⺠は令和２年 12 ⽉現在 22,000 ⼈を超
えています。新型コロナウイルス感染症の拡大によりやや減少しているものの、今後も⻑
期的には、外国⼈区⺠の増加が予測されています。 

外国⼈区⺠の急速な増加は、地域社会や日常⽣活の中に新たな変化をもたらし、⼀部で
は、⽣活習慣等の相違による日常⽣活でのトラブル等が発⽣しており、地域住⺠とのコ
ミュニケーションが課題となっています。 
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今後、日本⼈、外国⼈という視点にとらわれず、同じ地域に暮らす⼀員として、それぞ
れの文化の違いを理解し合い、互いに心を通わせながら暮らせるまちづくりを進める必要
があります。 

 
７ 産業構造の変化への対応 

葛飾区の産業は全体として縮⼩傾向にあり、平成 27 年度における昼夜間⼈⼝⽐率は
84.1%と、区外へ働きに出る区⺠が多くなっています。区内の事業者の⾼齢化も進んでお
り、後継者の確保や事業承継などの課題が⽣じています。 

また、「第４次産業⾰命」と称される技術⾰新が従来にないスピードで進⾏しており、
GAFAに代表されるような膨大な顧客データを活用する巨大ＩＴ企業が事業を拡大し、既存
の産業構造に大きな影響を与えています。加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大によ
り、密閉、密集、密接の密回避の視点からテイクアウト需要やオンラインショッピング・
宅配サービスなどの需要が⾼まっており、オンラインサービスと現実の店舗を併用させた
サービスも広がっています。 

さらに、就業を希望する⼥性や⾼齢者などの潜在的な労働意向を持つ⽅の労働参加を促
すなど、多様な働き⽅を認めていく「働き⽅改⾰」の重要性が⾼まっています。 

今後、産業構造の変化を捉えつつ、事業の拡大・発展を⽬指す葛飾区内の事業者に対し
て販路拡大や事業承継⽀援など、ニーズに応じた取組を実施していく必要があります。ま
た、区内の交通網の整備による勤務地へのアクセス性の向上や、区内における起業促進等
による働く場所の確保、⼥性や⾼齢者をはじめとする多様な⼈々の就労促進等に取り組み、
働きやすい環境整備を進めていく必要があります。 

※ GAFA … Google、Amazon.com、Facebook、Apple といった巨大 IT 企業の頭
文字をとって総称する呼称 

 
８ 観光への期待の⾼まり 

訪日外国⼈旅⾏者数は、平成 25 年からの５年間で３倍に増加し、史上初の 3,000 万⼈を
超えました。国では、訪日外国⼈旅⾏者数等の⽬標を掲げて取組を進めるとともに、観光⽴
国推進と地域活性化の観点から、いわゆる「⺠泊」の制度も平成 30 年度から実施されたと
ころです。各⾃治体においても地域活性化と観光客の獲得に向けた積極的な取組を進めてき
ました。 

本区においても、平成 30 年に「葛飾柴⼜」が都内初となる国の重要文化的景観に選定さ
れ、日本を代表する景観地として、その歴史的・文化的価値を評価されたところです。そし
て、本区を舞台とする映画「男はつらいよ」や漫画「こちら葛飾区⻲有公園前派出所」など
によって描き出された東京の下町ならではの情緒や風情は、国内外から訪れる観光客にも⼈
気を集めてきました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大により、訪日外国⼈旅⾏者数が激減する中、
今後、近場観光などの新しい旅⾏形態の普及・拡大に向けた取組が全国的に活発化してい
くと⾒込まれています。 
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このような状況下、本区においても地域経済の活性化に向けて、観光客のニーズを捉え
つつ地域の観光資源を磨き上げ、受⼊環境の整備やシティプロモーションの強化等の取組
を進めていく必要があります。 

 
９ ⼦育て・教育環境に対する意識やニーズの変化 

近年、「イクメン」という⾔葉が定着し、かつては主に⺟親が担うことが多かった⼦育て
について「⽗⺟ともに⾏っていくもの」とする考え⽅が主流になりつつあるなど、⼦育て
をめぐる区⺠の意識が大きく変化してきています。 

また、児童虐待件数が年々増え続け、⼦どもの命に係わる深刻な問題も発⽣する中、本
区においても児童福祉法改正により設置可能となった児童相談所・⼀時保護所の設置に向
けた取組をはじめ、住み慣れた⾝近な地域で切れ⽬なく対応できる環境整備が求められて
います。 

加えて、近年、⼦どもや若者に関する課題は深刻化し、いじめ、不登校、貧困、発達・
適応などの課題への対応や、若者においては若年無業者（ニート）やひきこもりなどの社
会的な⾃⽴を巡る課題が指摘されており、従来の個別分野を越えた取組が求められていま
す。 

さらに、⼈⽣ 100 年時代を迎えようとする中、国においてＡＩ（⼈⼯知能）等の技術⾰新
が急速に進むことを念頭に置いた第３期教育振興基本計画が策定されるとともに、平成30年
度からは段階的に新学習指導要領が実施され、主体的・対話的で深い学びへの対応、⼩学校
におけるプログラミング教育、外国語活動・外国語授業など新たな学習活動の充実が求めら
れています。 

今後、変化する⼦育て世代の意識、ニーズ、需要の変化を把握しつつ、切れ⽬のない⽀
援体制を強化し、誰もが安心して⼦育てできる良質な⼦育て環境や教育環境を充実させて
いく必要があります。 

 
10 情報通信技術をはじめとする技術革新の進展 

スマートフォン等の普及によってＩＣＴ（情報通信技術）の利活用に係る態様が急速に
変化しており、日常の情報収集はもとより、ＳＮＳなどを活用したコミュニケーション活
動が拡大しています。また、ネットショッピングやキャッシュレス決済の普及により購買
活動も大きく変化しつつあります。 

最近では特に、ＡＩ（⼈⼯知能）やＲＰＡ（ソフトウェアロボットによる業務⾃動化）
などの区⺠⽣活の向上や業務の効率化に資するツール・技術にも注⽬が集まっており、今
後、社会環境、労働環境を激変させていくことが予想されています。国においても
society5.0 の実現を掲げており、技術⾰新がもたらす新たな価値により、経済発展と社会
的課題の解決、企業活動や区⺠⽣活の⼀層の向上などが期待されています。 

本区においても、経済発展と社会的課題の解決をしながら、洗練された質の⾼い⽣活を
享受できるよう、技術⾰新をあらゆる産業や社会⽣活に取り⼊れていく必要があります。 
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11 SDGｓへの対応 
平成 27 年９⽉の国連サミットにおいて令和 12 年（2030 年）を期限とする「持続可能

な開発⽬標（Sustainable Development Goals）」（以下「ＳＤＧｓ」という）が採択され、
持続可能な世界を実現するための 17 の⽬標（ゴール）と 169 のターゲットが掲げられて
います。 

我が国においても、平成 28 年５⽉に持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）推進本部が設置さ
れるとともに、全国の地⽅⾃治体、企業、地域団体等において、その実現に向けた取組が
進められています。 

本区においても、ＳＤＧｓが⽬指す経済・社会・環境のバランスのよい発展に向け、成
⻑と成熟とが調和した持続可能なまちづくりを進めるとともに、ＳＤＧｓの理念を区⺠、
事業者等に広く浸透させつつ、協働によってその実現に向けて取組を進めていく必要があ
ります。 

 
12 アフターコロナ・ポストコロナ時代への対応 
  新型コロナウイルス感染症の拡大以降、いわゆる３密を回避する⽣活様式が広く浸透し、

テレワークや web 会議の活用をはじめ、医療・教育など様々な場面においてオンライン
サービスを活用する動きが急速に広がりを⾒せています。今後も、こうした新しい⽣活様
式をはじめ、デジタル技術により⼈や組織、地域がオンラインでつながる社会が更に浸透
していくと⾒込まれており、いわゆるポストコロナ・アフターコロナと呼ばれる「新たな
時代」が到来しているといわれています。 

  今後、進展する先進技術を最大限に活用しながら、経済的発展と地域課題の解決を図り、
環境に優しく安全・安心・快適な暮らしやすいまちに向けた取組が必要です。また、オン
ライン化が進む今こそ、本区がこれまで培ってきた⼈情味あふれる⼈や地域のつながりを
⼀層広げて区⺠との協働を更に推し進め、地域の⼈々の発意と活⼒に満ちた魅⼒的なまち
づくりを進めていく必要があります。 
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  近年、国は「地⽅創⽣の推進」と「都市と地⽅の税源の偏り」を理由に、地⽅⾃治体の

財源である企業等の住⺠税（法⼈住⺠税）の⼀部国税化、地⽅消費税の清算基準の⾒直し
や、ふるさと納税等、都市部から税源を吸い上げ、地⽅へ分配する動きを進めています。 

  今後、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化が進⾏することにより、税収の減少や社会保障費の増大が
懸念されている中、本区の公共施設は昭和 40 年代から 50 年代に建設されたものが多く、
⽼朽化に伴い、更新時期を迎えていく状況にあるほか、いわゆるアフターコロナ・ポスト
コロナ時代と呼ばれる新しい時代における⽣活様式への対応も必要とされており、本区の
⾏財政を取り巻く環境は、決して楽観視できない状況にあります。 

  今後も更に多様化・⾼度化していく⾏政需要に対応していくためには、⼈、組織、公共
施設、財源といった限りある経営資源を最適に活用しながら、持続可能な区政経営を推進
していかなければなりません。 

  そのためには、真に必要な区⺠サービスを提供できるよう、区⺠の⽬線に⽴って事務事
業の⾒直しをはじめとする経営改⾰の取組を進め、ICT（情報通信技術）の活用をはじめと
する効果的・効率的な⾏財政運営と財政基盤の強化を図っていく必要があります。 

   
 
 
 
 
 
 

第５章 本区の⾏財政環境 
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策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 30 年程度を⾒据えて策定を進めたのであれば、計画期間を明⽰するべきである。 
 ・ 基本構想の名称に計画期間を付して、いつの基本構想かわかるようにするべきである。 
 ・ 基本構想上で使用される「区⺠」という用語が⽰す範囲について整理するべきである。 
 ・ 30 年後には、およそ 10 ⼈に１⼈が外国⼈となる点について記載するべきである。 
 ・ 将来⼈⼝は、現状の数値と 30 年後の数値を記載するべきである。 
 
検討経過 
 １ 計画期間 
   基本構想の計画期間については、基本計画が 10 年を計画期間としていることから、

第２部 基本構想の検討 

第１章 基本構想の基本的な考え方 

１ 基本構想の役割 
  基本構想は、本区の置かれている⾃然的、歴史的、社会的な諸条件を考慮し、⻑期的展望に

⽴って将来における望ましい姿を描き、それを実現するための基本的な⽅向を⽰すものです。 
  また、基本構想は、まちづくりに当たって、本区の地域に関わる全てのものが協⼒してその

実現に努めるべき⽬標であり、本区の計画的⾏政運営の指針としての役割はもちろん、区⺠、
国、他の⾏政機関が尊重すべき指針としての役割をもつものです。 

 
２ 基本構想の前提 
 ⑴ 対象区域 
   葛飾区全域を対象とします。また、区⺠の⽣活圏は⾏政圏域を越えて広域化していること

から、本区を取り巻く周辺諸都市の状況についても十分配慮します。 
 ⑵ 区⺠ 
   この基本構想において「区⺠」とは、本区に居住する者をはじめ、本区内で働き、活動す

る者、事業者、団体など本区に関係するものを広く含むものとします。 
 ⑶ 将来人口 
   葛飾区の令和 32 年の将来⼈⼝については、次のとおりであると推計します。 

 令和 32 年 参考︓令和２年 
総⼈⼝ 約 43.7 万⼈ 463,837 ⼈ 

年少⼈⼝（０〜14 歳） 約 4.6 万⼈（約 10％） 53,198 ⼈（約 11%） 
⽣産年齢⼈⼝（15〜64 歳） 約 26 万⼈（約 60％） 296,375 ⼈（約 64%） 

⽼年⼈⼝（65 歳以上） 約 13.1 万⼈（約 30％） 114,264 ⼈（約 25%） 
外国⼈⼈⼝ 約 4.１万⼈（約９％） 22,136 ⼈（約５％） 

   注 令和２年は、令和２年 12 ⽉現在の住⺠基本台帳による⼈⼝ 
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20 年から 30 年程度を⾒据えて策定することとし、⼈⼝推計についても 30 年後の状況を
⽰すこととしました。 

   この点、上記のとおり、計画期間として位置付けて記載するべきとの意⾒や、基本構
想の名称に計画期間を付すべきといった意⾒があったところですが、これまでの基本構
想においても計画期間を明⽰してこなかった経緯も踏まえ、将来、社会経済状況が大き
く変化した際に⾒直しを検討するべきものとして、計画期間を定めないこととしました。 

 
 ２ 区⺠の定義 
   「区⺠」を狭義で捉えた場合、住⺠基本台帳上の「住⺠」を⽰しますが、現在、本区

に居住する者に限らず、本区で働く者、事業者、団体などの多様な主体が、本区内で⽣
活し、活動しています。 

   そこで、基本構想における「区⺠」の定義を「本区に居住する者をはじめ、本区内で
働き、活動する者、事業者、団体など本区に関係するものを広く含むもの」とし、基本
構想の実現に向け、当該区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが協働して取組を進めてい
くものと位置付けました。 

 
 ３ 将来人口 
   将来⼈⼝については、本基本構想が 20 年〜30 年程度を⾒据えて策定することとした

ことから、30 年後の令和 32 年（2050 年）の⼈⼝推計を⽰すとともに、上記意⾒を踏ま
え、年齢階層別の⼈⼝推計に加え、外国⼈⼈⼝の将来推計についても記載しました。 
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策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ○ 理念の位置づけ 
  ・ 将来像よりも理念を上位に位置づけるべきである。 
  ・ ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展が予測されているといった背景について、基本構想の

中に記載するべきである。 
 
 ○ 人権・平和・多様性の尊重 
  ・ 近年の様々なハラスメントなど、⼈権課題の意識の変化を踏まえて記述するべきで

ある。 
 
 

第２章 基本構想の理念 

 ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展が⾒込まれる中、本区が将来にわたって豊かな地域社会を構築してい
くため、次の３点を区政運営の根本を貫く考え⽅とし、基本構想の理念とします。 
 
１ 人権・平和・多様性の尊重 
  全ての⼈々は、平和な社会の中で、安全で健康な⽣活を営み、個性を尊重され、誰もが持て

る能⼒を十分に発揮し、その⼈らしい⼈⽣を全うする⾃由と平等を保障されなければなりませ
ん。 

  そのために、全ての⼈々が、平和を尊び、多様性を尊重することが個⼈にとっても組織や社
会にとっても能⼒の発揮や価値の創造において重要であると認識し、互いの⼈権と個性を尊重
し、協⼒し合い、⽀え合う、多様な可能性が開花する豊かな地域社会を構築していきます。 

 
２ 持続的な発展 
  本区が将来にわたって繁栄していくためには、年齢構成のバランスを取りながら⼈⼝総数を

維持していくとともに、経済・社会・環境の統合的な向上を図っていかなければなりません。 
  経済的な豊かさに加え、心の豊かさや⽣活の質の面からも持続的な進化・発展を追求し、誰も

が幸福を実感しながら安全・安心・快適に暮らし続けられる、真に豊かな地域社会を構築していき
ます。 

 
３ 協働によるまちづくり 
  地域の⼈々の発意と活⼒に満ちた地域社会を構築していくためには、そこに住み、働き、学

び、憩う全ての⼈々が、まちづくりの主役として、共に取り組んで⾏かなければなりません。 
  地域に集う多様な主体が、互いの信頼と尊重の下、共に区の未来を考え、それぞれの得意と

するところを活かしながら協働してまちづくりを進めていくことで、豊かな地域社会を構築し
ていきます。 
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 ○ 持続的な発展 
  ・ 平成 27 年９⽉の国連サミットにおいて令和 12 年（2030 年）を期限とする「持続

可能な開発⽬標（Sustainable Development Goals）」（以下「ＳＤＧｓ」という）に
ついては、2030 年までのものという整理をせずにさらに⻑い時間をかけて達成するべ
き⽬標であり、持続可能な葛飾を実現するための⽅向性として基本構想に記載するべ
きである。 

  ・ 基本構想に最近のトレンドとなっているフレーズや用語を使用すると、時代にそぐ
わなくなるため、そのまま使用せず、地域の実情を踏まえてその考え⽅などを記載し
ていくべきである。 

  ・ 年齢構造のバランスを「なるべく維持する」「これ以上崩さないようにしていきたい」
いう趣旨を的確に表現するべきである。 

  ・ 持続的な発展のためには、区⺠の健康寿命を伸ばすことが重要になる。 
  ・ 持続的な発展を阻害するのは、⼈⼝減少や労働⼒の減少であるから、⼈⼝動態等を

踏まえ、適切な税や社会保障費の負担を検討していく必要がある。 
  ・ 持続的な発展のためには、教育に⼒を⼊れていく必要がある。 
 
 ○ 協働によるまちづくり 
  ・ 憲法の前文を引用するなど、区⺠⼀⼈⼀⼈の権利や責任を明⽰するとともに、まち

づくりの主役は区⺠であることを明確にするべきである。 
  ・ 現在の協働は、区⺠が⾏政に協⼒しているイメージであるため、もっと大きく捉え

た「協働」を進めていく必要があり、「総働」など他の用語にすることも含めて検討す
るべきである。 

  ・ 協働のあり⽅を基本構想上で明確にし、基本計画でその内容を具体的に記述して、
推進していく必要がある。 

  ・ 協働の考え⽅は、区政への参加を⾒据えた概念とし、若い区⺠や外国⼈も区政に参
画できるようにしていく必要がある。 

 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 「多様性の尊重」の理念は、外国⼈⼈⼝も増えており、大切である。 
・ ⼈⼝は、思ったより減らない印象ではあるが、葛飾区の良い点をアピールして、⼈⼝

を減らさないようにしていく必要がある。 
・ 年少⼈⼝の増加を⽬指す基本構想であるということを強く⽰すべきである。 
・ 多様な主体が協働してまちづくりを進めるという理念に賛成する。 
・ 理念実現のため、多様な主体によるまちづくり活動を⽀援する姿勢を⽰すべきである。 
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検討経過 
 １ 理念の位置づけ 
   ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展が予測される中、本区が将来にわたって豊かな地域社会

を構築していくための区政運営の根本を貫く考え⽅について理念として位置付けるとと
もに、理念を踏まえた将来像、その実現に向けた基本的な⽅向性を⽰す形で基本構想を
体系づけることしました。 

 
 ２ 理念の内容 
   基本構想策定の背景のとおり、今後、⻑期的には⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展が予測

される中、本区が将来にわたって豊かな地域社会を構築していく視点から、下記３点を
基本構想の理念として位置付けることとしました。 

 
  ⑴ 人権・平和・多様性の尊重 
    全ての⼈々は、平和な社会の中で、安全で健康な⽣活を営み、個性を尊重され、誰

もが持てる能⼒を十分に発揮し、その⼈らしい⼈⽣を全うする⾃由と平等を保障され
なければならない旨について、理念として掲げたものです。 

    全ての⼈々が、平和を尊び、多様性を尊重することが個⼈にとっても組織や社会に
とっても能⼒の発揮や価値の創造において重要であると認識し、互いの⼈権と個性を
尊重し、協⼒し合い、⽀え合う、多様な可能性が開花する豊かな地域社会を構築して
いくことを区政運営の根本を貫く考え⽅として位置付けました。 

 
  ⑵ 持続的な発展 
    ⼈⼝減少、少⼦⾼齢化の進展が予測される中、本区が将来にわたって繁栄していく

ためには、年齢構成のバランスを取りながら⼈⼝総数を維持していくことが必要であ
り、経済的な豊かさに加え、心の豊かさや⽣活の質の面からも持続的な進化・発展を
追求していくことが必要であるとの認識の下、「持続的な発展」を区政運営の根本を貫
く考え⽅として位置付けました。 

    この点については、上記のとおり、SDGｓについて基本構想に記載するべきとの意
⾒があったところですが、SDGｓが令和 12 年（2030 年）までの⽬標であることや、
⻑期に及ぶ基本構想にはトレンドとなっている用語等を使用せず、その考え⽅を記述
するべきとの意⾒なども踏まえ、その趣旨である「経済、社会、環境の統合的な向上
を図り、持続可能な発展を⽬指す視点」について表記することとしました。 

    また、上記意⾒の中で、持続的な発展に必要とされた事項については、基本的な⽅
向性などの中に位置付けることとしました。 

  
  ⑶ 協働のまちづくり 
    ⼈⼝減少、少⼦⾼齢化の進展が予測される中にあっても、様々な地域課題に対応し、

豊かな地域社会を構築していくためには、「協働によるまちづくり」を進めていくこと
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が必要であるとの認識の下、これを区政運営の根本を貫く考え⽅として位置付けまし
た。 

    この点については、上記のとおり、まちづくりの主役は区⺠であることを明確にす
るべきとの意⾒、区⺠が⾏政に協⼒する形の「協働」だけではなく、区⺠同⼠の協働
も含めるため「総働」などの文⾔に変えるべきであるとの意⾒、区政への参加も⾒据
えた概念と位置付けるべきといった意⾒などがありました。 

    「協働」の文⾔については、本区がこれまで進めてきた「協働」をより発展させて
いく趣旨から他の用語には変更しないこととしたものの、まちづくりの主役を「そこ
に住み、働き、学び、憩う全ての⼈々」と位置づけました。また、本区の「協働」は、
区⺠同⼠の協働や区⺠の区政への参加の概念も含めたものであるものとし、「地域に集
う多様な主体が、互いの信頼と尊重の下、共に区の未来を考え、それぞれの得意とす
るところを活かしながら進めるもの」と位置づけました。 
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策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ○ 協働の要素について 
  ・ 「区⺠とつくる」とすると、「区と区⺠との協働」に限定されるイメージがあるため、

「みんなでつくる」などの表現にするべきである。 
  ・ 「区⺠」を幅広く定義し「区⺠とつくる」としているが、「区⺠」の定義を読んでい

ない区外の⼈からは閉鎖的なイメージとなる。 
 
 ○ 水と緑（⾃然）の要素について 
  ・ 「水がゆたか」という⾔葉は水害のイメージを連想させるため、適切ではない。「水

と緑と調和した」などの表現にするべきである。また、水と緑という古い葛飾のイ
メージではなく、未来的なまちを⽬指すべきである。 

  ・ 水と緑は葛飾区でなくてもどこでも持てるイメージであり、新しいイメージを打ち
出す必要がある。 

  ・ ⼦どもが心豊かに育つには水と緑、⼟、太陽が大事な要素であり、「水と緑ゆたかな」
という表現を残すべきである。また、水辺に恵まれた環境を災害の視点からも活用す
るべきである。 

  ・ 今後も河川の積極的な利活用を⾏って、地域のまちづくりと融合した取り組みもし
ていくべきである。 

  ・ 昔は水路が多く、水と親しむ環境が多かったが、今は親水公園が残っている程度で
ある。水を活かした美しい景観やもっと⾝近に水を感じられる環境をつくっていくべ
きである。 

 

みんなでつくる、水と緑と人情が輝く 暮らしやすいまち・葛飾 

第３章 本区の将来像 

  今後、本区がまちづくりを進めるに当たっての⻑期的な⽬標である将来像を次のとおり定
めます。 

  河川、美しい花や緑に囲まれた⾃然環境、思いやりの心あふれる⼈情に⽀えられた⼈と⼈
とのつながり、地域、文化、産業などの本区の特性を磨き上げ、輝かせながら、誰もが⽣
涯にわたって安全・安心・快適に、⾃分らしく暮らし続けられるまち「葛飾」を実現しま
す。 

  この将来像の実現に向け、将来にわたり、区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが協働して
取り組みます。 
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 ○ 人情・心のふれあいの要素について 
  ・ 葛飾は「⼈情」のイメージが強い。「⼈情」を未来の⼦どもたちに残していくべきで

あり、基本構想の中に位置づけるべきである。 
  ・ 「⼈が優しく、面倒⾒が良い」といった点は葛飾区の大きな魅⼒であり、区⺠のア

イデンティティにつながる。こうした魅⼒を輝かせて他区と差別化するべきである。 
  ・ これからも大事にしなければならないものであり、今後この⾔葉を使っていくこと

に⾮常に重要な意味がある。「⼈情」という⾔葉はぜひ残してほしい。 
  ・ ⼈情が古いというが、これからの時代こそ⾮常に重要である。将来像に位置付ける

べきである。 
  ・ 「⼈情」という⾔葉⾃体は古く、「義理⼈情」といった趣旨で使用されるため、将来

像では別の表現を使用するべきである。 
  ・ 本文中に解説をつけ、義理⼈情の「⼈情」ではないと明記するべきである。 
 
 ○ 暮らしやすさ・住みよさの要素について 
  ・ 「住みよいまち」という表現は居住者の視点に留まっており、居住者以外の広い意

味で区⺠を捉えるのであれば、「暮らしやすい」「やさしい」などの表現にするべきで
ある。 

 
 ○ その他 
  ・ 将来像の最後に「葛飾」を付けるなど、⼀⾒して本区の将来像であると分かるよう

にするべきである。 
  ・ 基本構想の将来像のイメージが昔と今では違ってきているため、同じ⾔葉を使うと

しても、背景や内容が分かるようにするべきである。 
  ・ 将来像は「⼈情のまち葛飾」だけでよい。なるべく短いフレーズにするべきである。 
  ・ 将来像や⽅向性などの取組主体は区なのか、区も区⺠も合わせてなのか、区⺠とい

う⾔葉の定義と併せて検討するべきである。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 協働に関しては、継続が大切である。水と緑と⼈情を大切にしていきたい。 
・ ⼈情の定義については、思いやりに加え、優しさ、叱るといった要素も必要である。 
・ 将来像は、30 年前からほとんど変わっていない。新しい視点で⾒直すべきである。 
・ 暮らしやすいまちであると同時に、区外（他府県・海外を含む）から⾒て緑と川に恵

まれ、様々な魅⼒（⾷・住・学・遊・楽しみ）を有する街であってほしい。 
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検討経過 
 ⑴ 中間のまとめ(案)までの検討経過 
   将来像については、当初、現基本構想の将来像である「水と緑ゆたかな心ふれあう住

みよいまち」に、協働の要素である「区⺠とつくる」を追加し、「区⺠とつくる、水と緑
ゆたかな心ふれあう住みよいまち」を掲げ、現基本構想策定時における背景等を確認し
ながら検討を開始しました。 

   中間のまとめ（案）について検討した第４回葛飾区基本構想・基本計画策定委員会
（全体会）において、水と緑・⾃然の要素について、新たな将来像にも引き続き位置付
けるべきとの意⾒と、変更するべきとの意⾒の両⽅が出されるとともに、「⼈情」を将来
像として位置付けていくべきとの意⾒、居住者以外の広い意味で「暮らしやすい」「やさ
しいまち」といった表現にするべきといった意⾒、末尾に「葛飾」の文⾔を追加し、本
区の将来像であることを明確にするべきとの意⾒が出されました。 

   そこで、協働の要素、⾃然の要素、心のふれあいの要素、住みやすさ・暮らしやすさ
といった要素を基本構想の将来像の基本コンセプトとすることとしつつ、これらの意⾒
を踏まえ、文⾔については引き続き検討することとされました。 

 
 ⑵ 素案に向けた検討経過 
   上記意⾒を踏まえ、第８回葛飾区基本構想・基本計画策定委員会（全体会）において、

「区⺠とつくる、水と緑と⼈情かがやく 暮らしやすいまち・葛飾」が提⽰され、「⼈情」
の文⾔を加えることについて、主に意⾒が出されました。 

   具体的には、「⼈情」という⾔葉は古く、「義理⼈情」といった形で義理と⼀緒に使わ
れることから⼈情に位置付けることに懸念があるといった意⾒が出されました。⼀⽅、
「⼈情」は今後も大事にしなければならないものであり、⼈間関係が希薄化していく中、
協働によりまちづくりを進めていくためにも、この⾔葉を使っていくことに⾮常に重要
な意味があるという意⾒が出されたところです。 

   また、冒頭の「区⺠とつくる」については、「区⺠」の定義が「本区に居住する者をは
じめ本区に関係するものを広く含むもの」であると知らない⼈からは閉鎖的な印象を受
ける、また、「区と区⺠との協働」に限定される印象を受けるため、「みんなでつくる」
などの表現にするべきであるとの意⾒が出されました。 

 
 ⑶ 素案における検討経過 
   上記の意⾒を踏まえ、第 10 回葛飾区基本構想・基本計画策定委員会（全体会）におい

て、「みんなでつくる、水と緑と⼈情が輝く 暮らしやすいまち・葛飾」とする案が提⽰
され、同案で了承されました。 

   基本構想の本文中に、将来像の趣旨を記載し「義理⼈情」のような意味での「⼈情」
を⽰すものではないことを明確にするとともに、「水と緑と⼈情」という本区の魅⼒が区
外から輝いて⾒え、今後もみんなで磨き上げながら、更に輝かせていくという趣旨から
「水と緑と⼈情が輝く」とし、協働により、つくりあげていくこととしました。 
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策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 基本的な⽅向性の担い⼿は、区なのか、区⺠も含むのかといった点について整理する

必要がある。 
 
検討経過 
  上記の、本章に掲げる基本的な⽅向性の担い⼿について明確にするべきとの意⾒を踏ま

え、区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが協働して取り組むものであることを明確にしま
した。 

  ここにおける区⺠の定義は、第１章に記載したとおりであり、「本区に居住する者をはじ
め、本区内で働き、活動する者、事業者、団体など本区に関係するものを広く含むもの」
であり、本区に関係するものを含めた区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが協働して基本
的な⽅向性に掲げる取組を進めていくこととしました。 

  基本的な⽅向性については、区⺠の要望の⾼かった「安全・安心に関する要素」、「⼦育
て・教育環境の充実」に関する要素、「⽣活の利便性・快適性」に関する要素に加え、策定
委員会・議会からも要望の多かった「産業・文化振興に関する要素」について掲げるとと
もに、今後のまちづくりに不可欠な要素となる「先進技術の活用」を加えた 5 つの基本的
な⽅向性を掲げていくこととしました。 

 
 
 
  

第４章 基本的な方向性 

  将来像を実現するため、次の５点を基本的な⽅向性として定め、区⺠と区、国、関係する
⾏政機関とが協働して取り組みます。 
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１ いつまでもいきいきと幸せに暮らせる、安全・安心なまち 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地震、水害等の⾃然災害や、犯罪、事故、感染症拡大などの危険のない安全なまちである
こと、また、⽣涯にわたって健やかに⾃らの望む⽣活を安心して送れることは、そこに暮ら
す全ての⼈々の幸福の礎となります。 

共に協⼒し合い、⽀え合いながら、誰もが⽣涯にわたり、安全・安心に、かつ幸せに暮ら
せるまちを⽬指します。 

 
⑴ いつまでも安全に暮らし続けられるまち 

   災害、犯罪、事故、感染症等のあらゆる危機から生命と財産が守られるよう、「⾃分の⾝
は⾃分で守る」という意識の下、⾃助・共助・公助の取組を進めて防災⼒を向上し、いつ
までも安全に暮らし続けられるまちをつくります。 

 
○ 災害時の被害を最⼩限に⾷い⽌める事前復興と減災の視点から、災害に強い市街地の形

成を促進します。また、日頃から災害に備えて強固な防災体制を築くことで、誰もがいつ
までも安全に暮らし続けられるまちをつくります。 

○ 地域の⼈々が⼀体となって防犯活動を展開するとともに、区⺠が、賢く、⾃⽴した消費
者として⽣活できる環境を整備し、犯罪がなく、安全に暮らせるまちをつくります。 

○ ⾃転⾞や歩⾏者の交通環境の整備や交通安全に対する意識の醸成を図り、⼦どもから⾼
齢者まで誰もが事故なく安全に⽣活できるまちをつくります。 

○ ⾷品の安全体制を確⽴するとともに、医療提供体制の整備や感染症の予防と拡大防⽌に
向けた対策を講じ、衛⽣的で安全な⽣活を送れるまちをつくります。 

 
⑵ いつまでもいきいきと健やかに暮らせる安心なまち 

   生涯を通じていきいきと健やかに暮らせる環境と、支援を必要とする方や家族を地域で
包括的に支える環境を整備し、誰もが、住み慣れた地域で支え合いながら、安心して暮ら
し続けられるまちをつくります。 

 
○ 区⺠の健康への意識を⾼めながら、区⺠⼀⼈⼀⼈が、それぞれの年代や状況に合わせて

主体的に心と体の健康づくりやスポーツに親しめる環境を充実し、⽣涯にわたり健康に安
心して暮らせるまちをつくります。 

○ 疾病の早期発⾒、治療、リハビリテーションから在宅医療に⾄るまで、必要な時に必要
な医療を受けられるまちをつくります。 

○ ⾼齢者が⾃分らしくいきいきと過ごせる環境をつくるとともに、介護が必要となって
も、地域の中で⾒守られ、互いに⽀え合いながら、安心して暮らせるまちをつくります。 

○ 障害のある⽅もない⽅も、誰もが⾃らの可能性を十分に発揮しながら社会参加でき、共
に働き、共に⽣活し続けられるまちをつくります。 

○ 発達の遅れや障害のある⽅が、⼀⼈⼀⼈の状況やライフステージに応じた適切な⽀援を
受け、⾃分らしく⽣活できるまちをつくります。 

○ ⽣活に困窮する区⺠が、⾃らの能⼒を十分に活用しながら⽣活の安定と向上を図れるよ
う⽀援し、⾃⽴した⽣活を送れるまちをつくります。 
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趣 旨 
  激甚化する地震、水害等の⾃然災害や、犯罪、事故、感染症拡大などの危険のない安全

なまちであること、また、⽣涯にわたって健やかに⾃らの望む⽣活を安心して送れること
は、そこに暮らす全ての⼈々の幸福の礎となるものです。 

  「安全・安心なまち」については、世論調査等においても区⺠の関心が最も⾼いもので
あることを踏まえ、共に協⼒し合い、⽀え合いながら、誰もが⽣涯にわたり、安全・安心
に、かつ幸せに暮らせるまちを⽬指すこととし、「いつまでもいきいきと幸せに暮らせる、
安全・安心なまち」を基本的な⽅向性として掲げました。 

 
 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ ⾃助・共助・公助の視点から防災について記載するべきである。 
 ・ 「⾃分の⾝は⾃分で守る」については、防災にも防犯にも必要な視点である。 
 ・ 「安全・安心」という１つの⽅向性で、防災施策と⾼齢者施策を⽰すべきではない。 
 ・ 激甚化する災害への対応が不可欠であり、大きな災害の際に、企業や区⺠をいかに

守っていくかという点について、基本構想に記述するべきである。 
 ・ 「住⺠の福祉」を１番に位置づけるべきであり、低所得者の課題などについては共助

ではなく公助で進めるべきである。 
 ・ 地域の福祉のためには、地域の活性化が不可欠である。 
 ・ 健康寿命の延伸に向けて、新時代に必要なスキル獲得に向けた再教育やスポーツ・介

護予防なども含めた検討が必要である。 
 ・ 感染症の拡大を受け、地域の公衆衛⽣を区がどのように考えるのかが問われている。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 風水害に襲われる危険が大きい地区があることは、住⺠の⽣死に関わる課題である。 
・ 事前復興（減災）の視点からも日頃から防災に強い市街地体制を促進し、各⾃の避難

準備⾏動に万全な備えを進めることが重要である。 
・ 「⾃らの命は⾃らが守る」という「⾃助」の基本的な考え⽅を様々な⽅法で区⺠に周

知していくが重要となる。 
・ 協働意識の⾼い本区では、⾃治町会や消防団などの地元⼒を活かす組織の強化や充実

を図り、「共助」の意識の向上も併せて図っていく必要がある。 
・ ⾃助・共助という考えを進め過ぎず、⾃⼰責任論を強めるようなメッセージは避ける

べきである。 
・ 健康的で文化的最低限度の⽣活を営むための権利擁護に取り組むべきである。 
・ 困り事を抱えた家庭を地域全体の多面的な⽀援で⽀えるべきである。 
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検討経過 
 ⑴ いつまでも安全に暮らし続けられるまち 
   危機管理・防災、⽣活安全、交通安全、衛⽣など安全なまちづくりを進めるための⽅

向性を⽰したものです。 
   当初、「災害に強く、犯罪や事故のない安全なまち」を表題に掲げ、災害に強く、犯罪

や事故のない、いつまでも安全に暮らし続けられるまちづくりを進める⽅向で検討を開
始しました。 

   しかし、令和２年からの新型コロナウイルス感染拡大を受け、公衆衛⽣についての⽅
向性を⽰すべきとの意⾒等を踏まえ、本項⽬については、防災・防犯・交通安全に限定
せず、感染症拡大等も含めた「あらゆる危機に備える視点」から⾒直しを図りました。 

   上記意⾒も踏まえながら、感染症対策を含む公衆衛⽣についての⽅向性についても位
置付けることとし、災害、犯罪、事故、感染症などのあらゆる危機から⽣命と財産が守
られるよう、「⾃分の⾝は⾃分で守る」という意識の下、⾃助・共助・公助の取組を進め
て防災⼒を向上して、いつまでも安全に暮らし続けられるまちづくりを進めることとし
ました。 

 
 ⑵ いつまでもいきいきと健やかに暮らせる安心なまち 
   健康づくり、医療、地域福祉、⾼齢者福祉、障害者福祉、⽣活困窮者⽀援といった健

康・福祉に関する⽅向性を⽰し、⽣涯を通じていきいきと健やかに暮らせる環境と、⽀
援を必要とする⽅や家族を地域で包括的に⽀える環境を整備し、誰もが、住み慣れた地
域で⽀え合いながら、安心して暮らし続けられるまちづくりを進めることとしました。 

   また、上記意⾒のとおり、健康寿命の延伸や福祉の向上のため、健康・福祉施策だけ
ではなく、産業施策・スポーツ施策や地域の活性化に向けた取組なども併せて進めなが
ら、いつまでもいきいきと健やかに暮らせる安心なまちの実現に向けた取組を進めるこ
ととしたものです。 

 
 
 
 
 
 
 
  

27



２ ⼦どもが元気に育ち、誰もが生涯にわたって成⻑し活躍できるまち 
 

 
  

  まちの活⼒を⽣み出す源泉は、「⼈」です。本区が持続的に発展していくためには、その地
域に関わる「⼈」の⼒が最大限に発揮されることが大切です。 

  安心して⼦どもを産み育てられる環境や、⼦どもたちが心豊かにたくましく成⻑できる教
育環境を充実させるとともに、⼈⽣ 100 年時代を⾒据え、誰もが⽣涯を通じて、学び、成⻑
し、活躍し続けられる「⼈が育つまち葛飾」を実現します。 

 
⑴ 安心して⼦どもを産み育てられ、⼦どもが元気に成⻑できるまち 

   地域全体で家庭や⼦どもを⾒守り、支え合いながら、誰もが安心して⼦どもを産み育て
られ、⼦どもが元気に成⻑できるまちをつくります。 

 
○ 妊娠・出産、⼦育てに係る切れ⽬ない⽀援を⾏うとともに、多様な保育需要に合わせた

質の⾼い保育サービスを提供することで、誰もが安心して⼦どもを産み育てられ、⼦ども
が元気に育つまちをつくります。 

○ ⼦どもを守り、⼦どもの最善の利益を確保できるように、また、困難を抱える⼦ども・
若者に⽀援が届くように、地域全体で家庭や⼦どもを⾒守り、⽀えるまちをつくります。 

○ 学校・家庭・地域などが連携し、⼦どもの多様な体験や世代を超えた交流を促進するこ
とで、社会全体で⼦どもの成⻑や⾃⽴を⽀え合うまちをつくります。 

○ ⻘少年が地域活動に参画し、地域に暮らす⼀員として健全に成⻑できるまちをつくりま
す。 

 
⑵ 夢や希望を胸に、⼦どもたちがたくましく成⻑し、活躍できるまち 

   ⼦どもたちが葛飾に住む誇りと⾃信を胸に、⾃らの夢や希望を実現し、地域の担い手と
しても活躍できるまちをつくります。 

 
○ 明日の葛飾を担う⼦どもたちが、変化の激しい社会でたくましく成⻑して⾃らの夢や希望を

実現できるよう、「知・徳・体」の調和のとれた「⼈間⼒」を養うまちをつくります。 
○ グローバル社会を⽣き抜く国際感覚、グローバル社会を⽣き抜く国際感覚、深い学びや

文化・芸術に触れる経験の中で培われる資質・能⼒、豊かな⼈間性・⼈格、スポーツに親
しみながら健康に⽣きる⼒を育む、質の⾼い教育を受けられるまちをつくります。 

○ 乳幼児期から⻘年期に⾄るまでの教育⽀援体制を整備し、多様な学習環境が充実したま
ちをつくります。 

○ 学校⽣活上の困難を有する⼦どもの状況に応じた⽀援・指導体制を整備することで、全
ての⼦どもが楽しく充実した学校⽣活を送り、安心して学習に取り組めるまちをつくりま
す。 

○ 経済的な困難を有する⼦どもの将来の進路選択の幅を広げられるよう⽀援し、⾃⽴した
大⼈に成⻑できるまちをつくります。 

○ 学びの出発点となる家庭教育を⽀援し、⼦どもがより良く⽣きていくための基本的な⽣
活習慣や基礎的な社会ルールを⾝に付け、健全に成⻑できるまちをつくります。 
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趣 旨 
  まちの活⼒を⽣み出す源泉は、「⼈」であり、本区が持続的に発展していくためには、そ

の地域に関わる「⼈」の⼒が最大限に発揮されることが大切です。 
  こうした認識については、上記のとおり、策定委員会・議会からも意⾒が寄せられたこ

とから、安心して⼦どもを産み育てられる環境や、⼦どもたちが心豊かにたくましく成⻑
できる教育環境を充実させるとともに、⼈⽣ 100 年時代を⾒据え、誰もが⽣涯を通じて、
学び、成⻑し、活躍し続けられる「⼈が育つまち葛飾」を実現することを⽬指すこととし、
「⼦どもが元気に育ち、誰もが⽣涯にわたって成⻑し活躍できるまち」を基本的な⽅向性
として掲げました。 

 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 産業・街づくり・防災、何をするにも⼈が必要であり、持続可能性の観点からも、⼈

材の確保が何よりも重要である。 
 ・ ⼦どもの権利条約の考え⽅なども踏まえて、基本構想を記述するべきである。 
 ・ 未来を担う若い⼈が希望を持てるよう、若者が交流できる環境づくりに取り組むべき

である。 
 ・ ⼦どもが「元気に」という表現ではなく、「健やか」、「豊か」といった表現とするべき

である。 
 ・ 成⻑期における学び、教育の重要性を明記し、グローバル社会を⽣き抜くための体

⼒、学⼒、多様な文化と共⽣する⼈間⼒を育んでいく必要がある。 
 ・ 「家庭の教育⼒向上」について家庭の負担が大きくなり過ぎないようにするべきであ

る。 
 ・ 教育環境よりも、学習環境を重視するべきである。 
 ・ 文化・芸術について教育していく視点も加えるべきである。 

⑶ 生涯にわたって学び、充実した活動ができるまち 
  誰もが生涯にわたって、学び、文化・芸術、スポーツなどを楽しみながら、いきいきと活

動し、心豊かな人生を送れるまちをつくります。 
 

○ 多様な学びの場や機会を充実させるとともに、学んだ内容を地域に活かす学びの循環を
促進し、区⺠が⽣涯にわたって⾃⼰の個性と能⼒を磨き、いきいきと活躍できるまちをつ
くります。 

○ 誰もが快適に図書サービスを利用できる環境を整備し、区⺠が集い、学び、交流し、個
⼈や地域の課題解決など様々な活動に取り組める知的創造活動の拠点として図書館を充実
させ、心豊かに暮らせるまちをつくります。 

○ いつでも、どこでも、だれでも、いつまでも、区⺠⼀⼈⼀⼈の体⼒や年齢、技術、興
味、⽬的に応じて、安全・安心にスポーツに親しめる環境を充実し、スポーツを通じた交
流を深めつつ、いきいきと健やかに暮らせるまちをつくります。 
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 ・ ⽣涯学習や豊かな区⺠文化の創造に関する現基本構想の記述については、新基本構想
にも活かしてほしい。 

 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 葛飾区は洪水などの災害を受けやすいため、⾼齢者や児童にも安心して暮らせる街と
していくことが大切 

・ ⼦育て家庭が柔軟な働き⽅ができるよう、ワークライフバランスを実践できる⼦育て
環境の整備が必要である。 

・ 葛飾区の学⼒レベルの向上のためにも、幼児に対する質の⾼い教育が必要である。 
・ 乳幼児の保護者、乳幼児⾃⾝のより良い成⻑につなげていく内容とするべきである。 
・ ⼦どもたちが、⾃らの夢や希望を「仲間と共に」実現できるようにするべきである。 
・ 家庭の経済⼒や養育能⼒の格差によって不利益を被っている⼦どもの育ちを多様な主

体と協働してサポートし、家庭の収⼊にかかわらず学習することができる環境を整備す
るべきである。 

・ ⼦どもの最善の利益を掲げる「⼦どもの権利条約」の考え⽅について記述し、それに
ついて⼦どもや保護者が学べる機会をつくるべきである。 

・ 虐待や貧困を抱える家庭を取り残すことなく、全ての⼦どもたちが「葛飾で⽣まれて
きて良かった」と体感できるような故郷を⽬指してもらいたい。 

・ 「親育ち」できる場が必要であり、⺠間を含めた地域の資源を活用して「親に対する」
切れ⽬ない⼦育て⽀援が必要である。 

 
 
検討経過 
 ⑴ 安心して⼦どもを産み育てられ、⼦どもが元気に成⻑できるまち 
   ⼦育て⽀援、⼦ども・若者⽀援に関する⽅向性を⽰し、地域全体で家庭や⼦どもを⾒

守り、⽀え合いながら、誰もが安心して⼦どもを産み育てられ、⼦どもが元気に成⻑で
きるまちづくりを進めることとしたものです。 

   上記意⾒を踏まえ、妊娠・出産、⼦育てに係る切れ⽬ない⽀援や質の⾼い保育サービ
スを提供して、誰もが安心して⼦どもを産み育てられ、⼦どもが元気に育つまちをつく
ることとし、⼦どもの権利条約の考え⽅も踏まえながら、⼦ども・若者を⽀援し、社会
全体で⼦どもの成⻑や⾃⽴を⽀え合い、地域に暮らす⼀員として健全に成⻑できるまち
をつくることとしました。 

   なお、上記のとおり、「⼦どもが元気に」という表現について、「健やか」などの表現
にするべきとの意⾒もあったものの、「元気はつらつ」といった意味合いに限らず、「健
やか」といった要素も含めた概念として「元気」という⾔葉で表記することとしました。 
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 ⑵ 夢や希望を胸に、⼦どもたちがたくましく成⻑し、活躍できるまち 
   本区の学校、地域、家庭における教育に関する⽅向性を⽰すものです。 
   更なるＡＩ（⼈⼯知能）等の技術⾰新の進展が⾒込まれる中、上記意⾒を踏まえ、文

化・芸術に係る教育の視点、グローバル社会を⽣き抜くための体⼒、学⼒、⼈間⼒を育む
視点、⼦供たちが学習に取り組むことができる学習環境の充実に係る視点家、庭教育を⽀
援する視点なども加えながら、⼦どもたちが葛飾に住む誇りと⾃信を胸に、⾃らの夢や希
望を実現し、地域の担い⼿としても活躍できるまちづくりを進めることとしました。 

     
 ⑶ 生涯にわたって学び、充実した活動ができるまち 
   ⽣涯学習、図書館、スポーツに関する⽅向性を⽰すものです。⼈⽣ 100 年時代を迎え

る中、上記意⾒のとおり、現基本構想の記述を踏まえつつ、誰もが⽣涯にわたって、学
び、文化・芸術、スポーツなどを楽しみながら、いきいきと活動し、心豊かな⼈⽣を送
れるまちづくりを進めることとしました。 

   なお、文化・芸術については、⽣涯学習的な要素もあるものの、文化的資源の活用の
視点が観光施策とも関連することや、本区の観光・文化を通じて、豊かに⽣活を楽しめ
るにぎわいあるまちを⽬指す視点から、基本的な⽅向性４「葛飾らしい文化や産業が輝
く、笑顔とにぎわいあふれるまち」の中に位置づけることとしました。 
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３ 人や⾃然にやさしく、誰もが快適に暮らせる美しいまち 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

心安らぎ、快適な空間の中で、⾃分らしく充実した⽣活を送ることは、そこに暮らす全て
の⼈々の願いです。 

本区の特性である河川や⾃然豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創造するととも
に、良好な住環境や利便性の⾼い交通環境が整備された、⼈や⾃然にやさしく、誰もが快適
に暮らせるまちを⽬指します。 

 
⑴ 人にやさしく、誰もが⾃分らしく暮らせるまち 

   誰もが、思いやりの心を持って互いの個性や文化の違いを認め合い、共に支え合いなが
ら⾃分らしく暮らせるまちをつくります。 

 
○ あらゆる差別や偏⾒がなく、全ての⼈の⼈権が尊重され、⼀⼈⼀⼈が持てる個性と能⼒

を発揮して⾃分らしい⼈⽣を⽣きられるまちをつくります。 
○ 誰もが互いの個性・文化・習慣の違いを認め合い、共に⽀え合いながら暮らせる環境を

整備することで、多文化共⽣を推進するとともに、多様性が輝くまちをつくります。 
○ ⼀⼈⼀⼈が思いやりの心を持って主体的に⾏動するとともに、誰もが⾃由に移動し、活

動し、参画し、⾃⼰選択・⾃⼰決定することができる、ユニバーサルデザインに基づいた
まちをつくります。 

○ 世界恒久平和や核兵器廃絶に向けた区⺠の意識が⾼く、平和を尊ぶまちをつくります。 
 

⑵ ⾃然にやさしく、美しい都市環境を創造するまち 
   葛飾の特性である河川や緑豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創造するととも

に、地球温暖化やそれに伴う気候変動に対応し、環境負荷の少ない、⾃然にやさしいまち
をつくります。 
 

○ 区内を流れる河川や公園などの貴重な⾃然環境を次世代へつなぐとともに、豊かな水と
緑や⽣態系に親しみ、楽しめるまちをつくります。 

○ まちの美化活動に取り組むとともに、豊かな緑とたくさんの花で彩ることで、美しい都
市環境が広がるまちをつくります。 

○ エネルギー利用の効率化やごみの減量・資源化を推進して脱炭素社会を実現し、⼈と地
球環境にやさしい持続可能なまちをつくります。 

 

32



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
趣 旨 
  心安らぎ、快適な空間の中で、⾃分らしく充実した⽣活を送ることは、そこに暮らす全

ての⼈々の願いです。 
  そのため、本区の特性である河川や⾃然豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創

造するとともに、良好な住環境や利便性の⾼い交通環境が整備された、⼈や⾃然にやさし
く、誰もが快適に暮らせるまちを⽬指すこととし、「⼈や⾃然にやさしく、誰もが快適に暮
らせる美しいまち」を基本的な⽅向性として掲げました。 

 
 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 全ての⼈が不⾃由なく暮らせる視点をもって、ユニバーサルデザインについて基本構

想に記載し、取組を進めるべきである。 
 ・ 利用者の視点や利用状況のイメージを持てる想像⼒や感性をさらに⾼めながらユニ

バーサルデザインの取組を進めていくべきである。 
 ・ まちづくりをハード的な面からソフト的な面へとシフトしていくことが必要である。 
 ・ 多世代共⽣を進めていく必要がある。 
 ・ 外国⼈との共⽣社会の実現について記述するべきである。 
 ・ ⾃然環境と都市環境の概念を整理して記述するべきである。 
 ・ 若者が環境の問題に関心を持ち、⾏動するよう取り組むべきである。 
 ・ 葛飾の⾃然は⼈⼯的なものが多いといった視点を踏まえて、「⾃然」という表現を使用

するべきである。⾃然や⽣態系に親しみ、楽しく学べる視点が必要である。 

⑶ いつまでも快適に暮らし続けられるまち 
   地域の特性を踏まえながら、良好な市街地を形成しつつ利便性の⾼い交通環境を整備

し、誰もがいつまでも快適に暮らせる持続可能なまちをつくります。 
 

○ 計画的な⼟地利用を図るとともに、地域の⼈々の発意による主体的な活動によって、個
性豊かな活⼒あるまちをつくります。 

○ 区内外から多くの⼈々が集い、憩える、魅⼒的な広域拠点や、区⺠⽣活に根差した便利
で憩える⽣活拠点を整備し、にぎわいある魅⼒的なまちをつくります。 

○ 良好な都市景観を形成しつつ、良質な住宅や住環境を整備し、多様な世代が快適に暮ら
せるまちをつくります。 

○ ⾝近な公園を整備・保全し、⼈々が気軽に集い、憩い、心を通わせながら、安全に活動
できるまちをつくります。 

○ 道路の新設、拡幅、無電柱化等により安全で利便性の⾼い道路ネットワークを整備する
とともに、道路と鉄道の連続⽴体交差化により踏切をなくし、渋滞のない快適な交通環境
が実現されたまちをつくります。 

○ 新⾦貨物線の旅客化をはじめとする鉄道網の整備やバス交通の充実など移動しやすい環
境整備を進め、誰もがいきいきと活動できる活⼒あるまちをつくります。 
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 ・ 「街並みや景観が美しい」という区⺠の意⾒が少ないため、景観の向上を図りつつ、
美しいまちをつくる必要がある。 

 ・ 今後の豊かな暮らしを⽀えていくためには、気候変動に備える視点が必要である。 
 ・ ファミリー層の転⼊を増やすため、区⺠ニーズの⾼い交通利便性の改善について基本

構想に記載し、取組を進めるべきである。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 街路樹のある広めの歩道を増やすことは、美しい都市環境や、散歩を促進することに
よる⾼齢者のフレイル防⽌につながる。 

・ 利便性の⾼い交通環境整備のため、鉄道の整備に最も⼒を⼊れるべきである。 
・ 新⾦貨物線の早期運⾏実現を構想として前面に出し、具体化する必要がある。 

 
検討経過 
 ⑴ 人にやさしく、誰もが⾃分らしく暮らせるまち 
   ⼈権・多様性、⾮核平和、ユニバーサルデザイン、多文化共⽣など、誰もが⾃分らし

く暮らせるまちづくりに向けた⽅向性を⽰したものです。 
   上記、全ての⼈が不⾃由なく暮らせる視点や利用者の視点や利用状況のイメージを持

てる想像⼒や感性をさらに⾼めながらユニバーサルデザインの取組を進めていくべきと
の意⾒をはじめ、外国⼈との共⽣社会の実現に係る意⾒などを踏まえ、誰もが、思いや
りの心を持って互いの個性や文化の違いを認め合い、共に⽀え合いながら⾃分らしく暮
らせるまちづくりを進めることとしたものです。 

 
 ⑵ ⾃然にやさしく、美しい都市環境を創造するまち 
   ⾃然環境、都市環境、脱炭素社会の実現など、環境に関する⽅向性を⽰したものです。 
   葛飾の特性である河川や緑豊かな環境を活かしながら美しい都市環境を創造するとと

もに、地球温暖化やそれに伴う気候変動に対応し、環境負荷の少ない、⾃然にやさしい
まちづくりを進めることとしたものです。 

   上記意⾒を踏まえ、⾃然環境に親しみつつ、豊かな緑とたくさんの花で彩られた美し
い都市環境が広がるまちづくりを進める視点で整理するとともに、脱炭素社会の実現を
図り、⼈と地球環境にやさしい持続可能なまちづくりを進めることとし、そのための具
体的な取組について、基本計画等の中で具体化していくこととしました。 

 
 ⑶ いつまでも快適に暮らし続けられるまち 
   地域街づくり、交通、公園・水辺などのまちづくりに関する⽅向性を⽰したものです。 
   上記、交通利便性の改善に取り組むべきとの意⾒や、景観を向上して美しいまちをつく

る必要があるといった意⾒を踏まえ、良好な都市景観や市街地の形成を図りながら、にぎ
わいのある魅⼒的な拠点や利便性の⾼い交通環境を整備し、地域の特性を踏まえつつ、誰
もがいつまでも快適に暮らせる持続可能なまちづくりを進めることとしたものです。 
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４ 葛飾らしい文化や産業が輝く、笑顔とにぎわいあふれるまち 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

  下町⼈情をはじめとする地域文化や、優れた技術を持つ多種多様な産業は、本区がこれま
で培ってきた財産であり、大きな魅⼒です。 

  こうした本区の魅⼒をより⼀層、磨き上げ、輝かせながら、国内外に発信し、国際性豊か
な活気あふれるまちを⽬指すとともに、誰もが物心共に豊かに⽣活を楽しめる、にぎわいあ
るまちを⽬指します。 

 
⑴ 葛飾の魅⼒があふれる、にぎわいあるまち 

   本区の豊かな人情に根差した地域⼒や優れた産業⼒などの魅⼒を磨き上げ、生活を豊か
に楽しめる、にぎわいあるまちをつくります。 

 
○ あらゆる世代の区⺠が、それぞれの状況に応じて主体的に⾃治町会活動をはじめとする

様々な地域活動に参加し、顔の⾒える関係をつくりながら地域の課題を解決していく、住
みよいまちをつくります。 

○ 区内の優れた製品・技術を次世代へ継承しつつ、誰もが創業しやすい環境づくりや企業
間の連携を図る体制を整備することで、国内外で活躍する優良企業が次々と⽣まれ、集ま
る、活⼒あるまちをつくります。 

○ 誰もが、それぞれの個性や能⼒を活かしながら、⽣涯にわたっていきいきと働き、活動
できるまちをつくります。 

○ 多くの⼈でにぎわう便利で魅⼒的な商店や、⾝近に広がる都市農地に親しみながら、⽣
活を豊かに楽しめるまちをつくります。 

○ 本区の有する豊かな観光資源を国内外に効果的に発信するとともに、新たな観光資源を
創出することで、多くの⼈が訪れ、滞在し、地域産業全体がにぎわう観光のまちをつくり
ます。 

○ 友好都市等と様々な分野で住⺠同⼠の交流を深めながら、国際性豊かな、世界に開かれ
たまちをつくります。 

 
⑵ 誰もが誇りを持ち、心豊かに暮らせるまち 

   葛飾らしさのある豊かな地域文化や、ふるさと葛飾を愛する心・誇りを育み、誰もが文
化・芸術に触れつつ、心豊かに暮らせるまちをつくります。 

 
 ○ 文化財をはじめとする文化的資源を保護し、活用しながら、本区の魅⼒を発掘し、磨き

上げることで、歴史や文化の理解を深めつつふるさと葛飾を愛する心や誇りを育み、心豊
かに暮らせるまちをつくります。 

 ○ 区⺠が主体的・創造的に文化・芸術活動に親しめる環境を充実し、⾝近な地域で観る・
聴く・参加できる文化・芸術活動が、⼈と⼈とをつないでいく、葛飾らしい豊かな地域文
化を育むまちをつくります。 
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趣 旨 
  下町⼈情をはじめとする地域文化や、優れた技術を持つ多種多様な産業は、本区がこれ

まで培ってきた財産であり、大きな魅⼒です。 
  産業振興や文化振興については、策定委員会・議会からも多くの意⾒が寄せられたこと

から、こうした本区の魅⼒をより⼀層、磨き上げ、輝かせながら、国内外に発信し、国際
性豊かな活気あふれるまちを⽬指すとともに、誰もが物心共に豊かに⽣活を楽しめる、に
ぎわいあるまちを⽬指すこととし、「葛飾らしい文化や産業が輝く、笑顔とにぎわいあふれ
るまち」を基本的な⽅向性として掲げました。 

 
 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 優れた技術を持つ区内事業所がこれからも活動していくために必要な内容について、

基本構想に記述するべきである。 
 ・ ⼈⼝減少により税収減も進むなら、企業誘致により産業を促進していく必要がある。 
 ・ 「住みよいまち」は「便利なまち」である。そのためには、区内で仕事ができる環境

を整える必要がある。 
 ・ ⺟親が活躍できるよう、働き⽅改⾰の取組を進めるべきである。 
 ・ 観光については、現状を把握した上で、今後⽬指す⽅向性を掲げるべきである。また、

地域特有の魅⼒や区の資源を活かした観光施策を⻑期的な視点で考えていくべきである。 
 ・ 観光については、住⺠の住みやすさを阻害しないようにするべきである。区⺠とのふ

れあいや⼈情を体験できるようにすることが葛飾らしい観光につながる。 
 ・ 観光客が素通りしないよう、宿泊施設等の誘致も必要である。「多くの⼈が訪れ、滞在

できる」というような文⾔を加えるべきである。 
 ・ 個々⼈が文化的な⽣活を送れるようにし、区の文化の創造・振興につなげていくべき

である。文化意識の向上を図るため、文化活動を強調するべきである。 
 ・ 文化・芸術の環境整備に関わる内容についても記述するべきである。 
 ・ 文化財や文化資源を後世に継承していくためには、その保護・活用が大切である。 
 ・ 葛飾に住み続けたいという想いを持ってもらうため、郷⼟愛を強くしていくことが大

事である。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 農地を残し、区⺠のために都内農地の有効利用を進めるべきである。 
 
 
検討経過 
 ⑴ 葛飾の魅⼒があふれる、にぎわいあるまち 
   本区の産業、観光に関する⽅向性について⽰し、本区の豊かな⼈情に根差した地域⼒

や優れた産業⼒などの魅⼒を磨き上げ、⽣活を豊かに楽しめる、にぎわいあるまちづく
りを進めることとしました。 

   上記意⾒のとおり、優れた技術を持つ区内事業所を振興する視点や区内で仕事ができ
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る環境を整えるべきとの視点を踏まえ、国内外で活躍する優良企業が次々と⽣まれ、集
まる、活⼒あるまちづくりを進めるとともに、誰もが、それぞれの個性や能⼒を活かし
ながら、⽣涯にわたっていきいきと働き、活動できるまちづくりを進めることとしまし
た。 

   また、観光については、地域特有の魅⼒や区の資源を活かした観光を進めるべきとの
視点や、観光客が素通りしないよう「滞在」の要素を加えるべきとの意⾒を踏まえ、多
くの⼈が訪れ、滞在し、地域産業全体がにぎわう観光のまちづくりを進めることとしま
した。 

 
 ⑵ 誰もが誇りを持ち、心豊かに暮らせるまち 
   本区の文化に関する⽅向性について⽰すものであり、葛飾らしさのある豊かな地域文

化や、ふるさと葛飾を愛する心・誇りを育み、誰もが文化・芸術に触れつつ、心豊かに
暮らせるまちづくりを進めることとしたものです。 

   上記のとおり、文化的な⽣活を送れるようにしながら区の文化の創造・振興につなげ
るべきとの意⾒やそのための環境づくりを進めるべきとの意⾒を踏まえ、区⺠が主体
的・創造的に文化・芸術活動に親しめる環境を充実し、⾝近な地域で観る・聴く・参加
できる文化・芸術の視点を位置づけることとしました。 

   また、上記意⾒を踏まえ、文化的資源の保護や活用を進める視点を位置づけるととも
に、そうした中で本区の魅⼒を発掘し、磨き上げながら区を愛する心や誇りを育んでい
くこととしました。 
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５ 先進技術を最大限に活用し、洗練された質の⾼い生活を送れるまち 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
趣 旨 
  ＩＣＴ（情報通信技術）の進化により、全ての⼈とモノがつながり、様々な知識や情報

が共有され、今までにない様々な価値を⽣み出せるようになると期待されています。 
  そのため、日進⽉歩で進化する先進技術をあらゆる産業や区⺠⽣活に取り⼊れながら、

経済的発展と地域課題の解決を図り、誰もが洗練された質の⾼い⽣活を送れるまちを⽬指
すこととし、「先進技術を最大限に活用し、洗練された質の⾼い⽣活を送れるまち」を基本
的な⽅向性として掲げました。 

 
 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 技術⾰新によって、⾏政のあり⽅⾃体が大きく変化する。技術⾰新のタイムスケ

ジュールを考慮しつつ、国の政策等も踏まえながら、先進技術を葛飾区に合った形でう
まく取り⼊れていく必要がある。 

 ・ ＡＩでは、対応できないサービスなどもあることから、そういった要素を⾒極めつつ、
葛飾に合った形で技術を活用していくことが必要である。 

 ・ 先進技術の活用ありきとするべきではない。全ての区⺠に先進技術を押し付けるので
はなく、先進技術の恩恵を全ての区⺠が得られるようにしていく形で記述するべきであ
る。 

 ・ 区内の先進技術の活用推進を図るためには、ハードの整備も併せて実施していく必要
があり、そのための⽀援も必要である。 

  ＩＣＴ（情報通信技術）の進化により、全ての⼈とモノがつながり、様々な知識や情報が共
有され、今までにない様々な価値を⽣み出せるようになると期待されています。 

  日進⽉歩で進化する先進技術をあらゆる産業や区⺠⽣活に取り⼊れながら、経済的発展と地
域課題の解決を図り、誰もが洗練された質の⾼い⽣活を送れるまちを⽬指します。 

 
○ 誰もが先進技術の恩恵を享受できる環境を整備し、地域、年齢、性別、⾔語等による格差

や差別がなく、⾃分らしく輝けるまちをつくります。 
○ 区内産業、地域社会、都市機能、⾏政サービスなどあらゆる分野で積極的に先進技術を活

用することにより、誰もが安全・安心・快適に、豊かな区⺠⽣活を送れるまちをつくりま
す。 

○ 先進技術を活用して、区内外の多様な主体との連携を図りつつ様々な知識や情報の共有を
促進し、あらゆる⼈やモノとのつながりの中から新たな価値が創造される活⼒あるまちをつ
くります。 

○ 先進技術の発展に伴い発⽣する様々なリスクに対し、⾼いセキュリティ意識を持つととも
に、適切に技術を活用できるよう対策や啓発を進めることで、誰もが情報や技術を正しく、
安心して活用できるまちをつくります。 
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 ・ 区の情報化の推進と併せて、区⺠の情報リテラシーの向上を図る必要があるとともに、
情報格差を解消するための教育も必要である。 

 ・ デジタル化については、インターネット上の差別・誹謗中傷を防⽌するための啓発な
どについても記述するべきである。 

 ・ 先進技術を「最大限に」活用するよりも「最適に」活用するべきである。 
 ・ 個⼈情報に係る安全の視点を加えるべきである。個⼈を尊重し、お互いにプライバ

シーを守る意識が醸成できると良い。 
 ・ 先進技術を活用していく上で発⽣するリスクについても、基本構想に記述するべきで

ある。 
 ・ 区⺠のセキュリティ意識の向上や、先進技術と区⺠とのギャップを埋める施策に取り

組んでいく必要がある。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 
 ・ テレワークへの対応等、デジタル化を推進していくべきである。 
 
 
検討経過 
  ＩＣＴ（情報通信技術）をはじめとする先進技術の進化により、近年、区⺠⽣活が大き

く変化しており、今後も、社会環境、労働環境を激変させていくことが予想されています。
こうした先進技術の活用の視点は、上記４つの基本的な⽅向性の達成のための「⼿段」で
あるものの、経済発展や社会的課題の解決を図りながら、洗練された質の⾼い⽣活を享受
していくためには、先進技術をあらゆる産業や社会⽣活に取り⼊れていくことが不可欠で
あることから、これを５つ⽬の基本的な⽅向性として位置づけたものです。 

  当初、国が推進する Society 5.0（新たな技術をあらゆる産業や社会⽣活に取り⼊れてイ
ノベーションを創出し、⼀⼈⼀⼈のニーズに合わせる形で社会的課題を解決する新たな社
会）の⽅向性を踏まえつつ、先進技術を活用した無駄がなく暮らしやすい安全・安心なま
ちづくりや、区政への先進技術の活用などを中心に⽅向性の検討を進めました。 

  こうした検討の中、新型コロナウイルス感染症が拡大し、テレワークや web 会議の活用
をはじめ、医療・教育など様々な場面においてオンラインサービスを活用する動きが急速
に広がりを⾒せ、デジタル技術により⼈や組織、地域がオンラインでつなげる「新たな時
代」が到来しているとの認識が広まりました。 

  そこで、上記意⾒も踏まえながら、誰もが先進技術の恩恵を享受できる視点、⾏政を含
めあらゆる分野で積極的に先進技術の活用を図っていく視点、多様な主体との情報の共
有・つながりを促進する視点、セキュリティ意識等の向上に向けた対策や啓発を進める視
点から、本区の先進技術の活用に係る⽅向性をまとめました。 
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  基本構想実現のためには、区は区⺠と協働しながら、地域の⼒を⾼め、持てる⼒を最大限
に発揮していかなければなりません。 

  区は、基本構想の実現に向けて、以下の６つの項⽬に積極的に取り組みます。 
 
１ 協働の推進 
  基本構想を実現し、区⺠本位の区政とするためには、さらなる協働の推進が不可欠です。 
  区は、様々な機会を通じて積極的に情報の発信を⾏い、地域課題の共有や相互理解を図る

とともに、地域のまちづくりを担う⼈材の育成や連携・協⼒の機会の創出を進め、様々な分
野において協働の取組を⼀層推進します。 

 
２ 効果的・効率的な⾏財政運営の推進 
  基本構想を実現していくためには、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進⾏、災害等の危機の発⽣な

どの社会経済状況の変化に柔軟に対応できるよう、計画的な⾏財政運営を進め、持続可能で
強固な財政基盤を確⽴していくことが不可欠です。 

  区は、⾃主財源の確保に努めるとともに、区⺠の⽴場から⾏政サービスを不断に⾒直し、
改善を図りながら、効果的・効率的な⾏財政運営を進めます。 

 
３ 執⾏体制の確⽴と職員の能⼒向上 
  基本構想を推進していくためには、⾏政需要に対応した執⾏体制の確⽴と職員の能⼒向上

が不可欠です。 
  社会の変化に対応し、柔軟な意思決定ができる執⾏体制の確⽴に向け、不断の⾒直しを進

めていくとともに、多様な価値観を理解し、地域が抱える課題を的確に把握し解決できる、
信頼される職員の育成に取り組みます。 

 
４ 他⾃治体との連携 
  まちのさらなるにぎわいの創出や、大規模化する災害などの課題に対応していくために

は、地域の枠を超えた広域的な取組を⼀層進めていかなければなりません。 
  区は、地域を超えた様々な区⺠活動を側面から⽀援していくとともに、機会・契機を敏感

にとらえながら他⾃治体との連携を⼀層深め、国や都との連携も図りながら、地域⼒の向
上・地域課題解決に取り組みます。 

 
５ ⾃治権の拡充 
  平成12年に施⾏された改正地⽅⾃治法により、特別区は東京都の内部団体から脱却し「基

礎的な地⽅公共団体」と位置付けられ、⼀般的に市が担うものとされている事務を担うこと
になりました。⼀⽅で、都は大都市⾏政の⼀体性と統⼀性の確保を名⽬に、未だ区が担うべ
き事務の⼀部を担っています。 

  今後、区⺠に最も⾝近な基礎的⾃治体として、主体的に事業を⾏えるよう、他区とも連携
しながら⾃治権の拡充に努めます。 

 
６ 基本計画、実施計画の策定 
  基本構想に掲げた⽬標の実現に向けて、⻑期的展望に⽴った計画的な⾏政運営を推進する

ため、基本計画及び実施計画を策定し、区⺠と区、国、関係する⾏政機関とが協働しながら
葛飾区を築いていくための共有指針としていきます。 
 これらの計画に掲げる施策の進捗状況や達成状況を把握しつつ、評価、分析、⾒直しを⾏
い、経営資源の最適化や施策の改善を進めます。 

第５章 基本構想を実現するために 
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趣 旨 
  前章までに掲げる理念、将来像、その実現に向けた基本的な⽅向性の取組を進め、基本

構想を実現していくためには、区は区⺠と協働しながら、地域の⼒を⾼め、持てる⼒を最
大限に発揮していかなければなりません。 

  基本構想の実現に向けて必要な区の取組として、６つの項⽬を掲げるものです。 
 
 
策定委員会・議会からの主な意⾒ 
 ・ 効果的・効率的な⾏財政運営の推進については、少⼦⾼齢化だけでなく⼈⼝減少の視

点も重要である。 
 ・ デジタル化の進展により、区役所に⾏かなくても⼿続できるということがますます進

んでいくと⾒込まれる視点を踏まえて執⾏体制を確⽴するべきである。 
 ・ 財政運営が厳しくなる中、基⾦への計画的な積⽴てや都区財政調整交付⾦の効率的な

使い⽅などの⽅向性についても記載するべきである。 
 ・ ⾏政評価などによる事務事業の⾒直しを⼀層進めていく必要がある。 
 ・ 必要な区⺠サービスを継続させる上でも、今後の公共施設のあり⽅について、総量抑

制の視点も含め、基本構想に記載するべきである。 
 ・ 幹部職員などを⾒ると、⼥性の登用率に課題があるため、区が率先して⼥性が活躍で

きるようにするべきである。 
 ・ ⾏政の進捗管理に関する記述を加えるべきである。 
 
 
区⺠からの主な意⾒ 

・ 協働を進めるために、区政の具体的なデータなどを公開していくべきである。 
・ ⾏政評価制度を活用し、効果・改善が⾒込まれない既存事業は大胆な削減をしていく

ことが必要である。 
・ ⾃治権の拡充を図りつつも、⾏政⼿続などは共通化を図るなど、⾃治体間で調整して

いくべきである。 
・ 現実の⾏政が構想の理想どおりに⾏われることが重要である。 
・ 地域の枠を超えた広域的な取組を⼀層進めていく必要がある。 
・ 第５章については、どこに⼒を⼊れて進めていくのかを明確にしていく必要がある。 

 
 
検討経過 
 ⑴ 協働の推進 
   理念に掲げた「協働によるまちづくり」を進め、区⺠本位の区政を実現していくため

には、様々な分野における協働を⼀層推進していく必要があります。情報発信、地域課
題の共有、⼈材の育成などの協働の⼀層の推進に必要な区の取組についての⽅向性を⽰
しました。 
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 ⑵ 効果的・効率的な⾏財政運営の推進・執⾏体制の確⽴と職員の能⼒向上 
   ⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進⾏、災害等の危機の発⽣などの社会経済状況の変化に柔軟

に対応していくためには、計画的な⾏財政運営を進め、持続可能で強固な財政基盤を確
⽴するとともに、⾏政需要に対応した執⾏体制の確⽴と職員の能⼒向上を図っていくこ
とが不可欠であることから、効果的・効率的な⾏財政運営の推進と、執⾏体制の確⽴と
職員の能⼒向上に向けた⽅向性を⽰しました。 

   上記のとおり、デジタル化の進展による執⾏体制の確⽴に向けた意⾒、財政運営が厳
しくなる中にあっての財源の効率的な使い⽅に係る意⾒、公共施設のあり⽅についての
意⾒などを踏まえ、区⺠の⽴場から⾏政サービスや執⾏体制を不断に⾒直し、改善を図
りながら、効果的・効率的な⾏財政運営を進め、基本構想の実現につなげます。 

 
 ⑶ 他⾃治体との連携・⾃治権の拡充 
   まちのさらなるにぎわいの創出や、大規模化する災害などの課題に対応していくため、

他⾃治体との連携を⼀層深め、国や都との連携を進めるとともに、今後も区⺠に最も⾝
近な基礎的⾃治体として、主体的に事業を⾏えるよう、⾃治権の拡充に努める⽅向性を
⽰しました。 

 
 ⑷ 基本計画、実施計画の策定 
   上記意⾒を踏まえ、基本構想に掲げた⽬標の実現に向け基本計画及び実施計画を策定

するとともに、進捗状況や達成状況を把握しつつ、評価、分析、⾒直しを⾏い、経営資
源の最適化や施策の改善を進める⽅向性を⽰しました。 
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令和元年７⽉ 31 日 策定委員会（全体会）において、区の現状等について共有 

令和元年 11 ⽉ 策定委員会（分科会）において、基本構想の検討の⽅向性や各分野
の現状・課題について検討 

令和元年 12 ⽉ 
令和２年１⽉ 

策定委員会（分科会）において、各分野の⻑期的な⽅向性について
検討 

令和２年２⽉ 18 日 策定委員会（全体会）において、新基本構想（中間のまとめ（案））
について検討 

令和２年８⽉ 27 日 策定委員会（全体会）において、新基本構想（素案に向けた検討
案）について検討 

令和２年 11 ⽉ 12 日 策定委員会（全体会）において、新基本構想（素案（案））について
検討 

令和３年１⽉ 21 日 策定委員会の検討結果として、「葛飾区基本構想（案）」を区⻑に報
告（策定委員会開催回数︓全体会５回、分科会延べ７回） 

 

第３部 策定経過 
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